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第Ⅰ章 序論 
 
1．研究の背景 
 
1）養護教諭職制の歴史 
わが国の養護教諭制度 1）-12）の前身である学校看護婦は，明治 38（1905）年に岐阜県の
ある学校でトラコーマ対策として置かれたのが始まりである．当時日本は急速な近代化を
目指しており，丈夫な子どもを強力な軍隊に育て上げるという国家施策があった 5）．学校看
護婦の職務はトラコーマ治療の他，身体検査，応急処置，校外行事への付き添い等学校衛
生全般であった． 1897 年にイギリスでロンドンスクールナースソサエティーが設立され，
1902 年にアメリカのニューヨークシティでスクールナース（以下 SN）配置が始まり，日
本，イギリス，アメリカから，ほとんど同時期に学校看護婦と SN が誕生している 3）13）．
いずれも学校伝染病の蔓延を防ぐというものでよく似た施策であった．しかし現在では，
英米の SN は公衆衛生の看護師として，わが国の養護教諭は教育職員として子どもの健康に
関わっている．分岐点としては，英米の SN は当初から数校を巡回する制度をとっていたが，
日本の学校看護婦は 1 校に専任する傾向がつよく，特に大正 12（1922）年に大阪市が市の
事業として市内全校に 1 校 1 名の割りで学校看護婦を設置するという方針を立て，このこ
とがモデルとなって全国的に普遍化したことが，相互の違いを生ぜしめるきっかけとなっ
た 3）とされている．それまでの学校看護婦と区別され，これが今日の養護教諭に結びつく
新しい学校看護婦の出現と考えられている 4）．大正 13（1924）年に文部省が第 1 回学校看
護婦講習会を開催し，その講習会の後，文部省後援・帝国学校衛生会主催，全国学校看護
婦大会が開かれた 12）．翌年第 2 回大会では，「目を洗うだけで兼務校の多い役場雇いではな
く，一人一人の子どもに手を届かせたい」というもっと良い仕事がしたいという願いや，
身分待遇制度改善意見が多数出され，それが学校看護婦たちの職務制度確立運動の出発と
なった 12）．昭和 4（1929）年，文部省訓令の「学校看護婦ニ関スル件」で学校看護婦の職
務内容に関して全国的統一がはかられたが，身分は教員ではなく教員の補助的な職種とみ
なされていた．教育職員としての身分の確立を求める職制運動は続いた． 
 
資料Ⅰ‐1．学校看護婦ニ関スル規定ノ件 昭和 4（1929）年 8） 
近時学校衛生ノ発達ニ伴ヒ之ニ関スル各種ノ施設漸クノ普及ヲ見ルニ至レルハ児童生徒
ノ健康増進上洵ニ慶ブベキコトナリトス推フニ学校衛生ニ関シテハ学校教職員，学校医主
トシテ之ニ従事スト雖モ就中幼弱ナル児童ヲ収容スル幼稚園，小学校等ニ於イテハ学校看
護婦ヲシテ其ノ職務ヲ補助セシメ以テ周到ナル注意ノ下に一層養護ノ徹底ヲ図ルハ極メテ
適切ナルコトト云フベシ而シテ学校看護婦ノ業務ハ衛生上ノ知識技能並ニ教育ニ関スル十
分ナル理解ヲ必要トスルヲ以テ之ニ対シテハ特殊ノ指導ヲナサザルベカラズ然ルニ未ダ基
準ノ拠ルベキモノナク為ニ往々業務ノ実行上不便アルノミナラズ延イテ該事業ノ発達上支
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障無キヲ保シ難キハ甚ダ遺憾ナルコトト云ハザルベカラズ地方長官ハ叙上ノ趣旨ニ鑑ミ左
記要項ニ準拠シ夫々適当ノ方法ヲ講ジ以テ学校衛生ノ実績ヲ挙グルニ力メラルベシ 
1 学校看護婦ハ看護婦ノ資格ヲ有スルモノニシテ学校衛生ノ知識ヲ習得セル者ノヨリ適
任者ヲ採用スルコト但シ教育ノ実務ニ経験アルモノニシテ学校衛生ノ知識ヲ修得セル者
ヲ採用スルモ防ゲナキコト 
2 学校看護婦ハ学校長，学校医其ノ他ノ関係職員ノ指揮ヲ受ケ概ネ左ノ職務ニ従事スルコ
ト 
 イ 疾病予防・診療介補消毒，救急処置及診療設備ノ整整並ニ観察ヲ要スル児童ノ保護
ニ関スルコト 
 ロ 身体検査，学校食事ノ補助ニ関スルコト 
 ハ 身体，衣服ノ清潔其ノ他ノ衛生訓練ニ関スルコト 
 ニ 家庭訪問ヲ行ヒテ疾病異常ノ治療矯正ヲ勧告シ又ハ必要ニ応ジテ適当ナル診療機関
ニ同伴シ或ハ眼鏡ノ調達等ノ世話ヲ為シ尚病気欠席児童ノ調査，慰問等ヲ為スコト 
 ホ 運動会，遠足，校外教授，休暇聚落等ノ衛生事務ニ関スルコト 
 ヘ 学校衛生ニ関スル調査並ニ衛生講話ノ補助ニ関スルコト 
 ト 校地，校舎其ノ他ノ設備ノ清潔，採光，換気，暖房ノ良否等設備ノ衛生ニ関スルコ
ト 
 チ 其ノ他ノ学校衛生ニ関スルコト 
3 学校看護婦執務日誌其ノ他必要ナル諸簿冊ヲ学校ニ備フルコト 
4 幼稚園其ノ他ノ教育機関ニ於テモ本訓令ニ準拠スルコト 
 
養護教諭制度は昭和 16（1941）年，国民学校制度（国民学校令の制定）が公布され，「養
護を掌る」職員であるとして養護訓導が誕生したことから始まる．ここでやっと教育職員
としてその地位や身分が確立した．社会的には第二次世界大戦を控え，富国強兵を意識し，
子どもの健康問題として，身体虚弱や栄養失調，結核，寄生虫，赤痢等があった．昭和 17
（1942）年に「学校看護婦ニ関スル件」が廃止され，「養護訓導執務要領」が示された．特
徴としては養護教諭の自律性，教育的任務の重視，児童の養護に限定したこと等である．
昭和 18（1943）年には国民学校令が改正され，養護訓導が必置制となる． 
 
資料Ⅰ‐2．養護訓導執務要領 昭和 17（1942）年 8） 
1 養護訓導ハ常ニ児童ノ心身ノ状況ヲ査察シ特ニ衛生ノ躾，訓練ニ留意シ児童ノ養護ニ従
事スルコト 
2 養護訓導ハ児童ノ養護ノ為概ネ左ニ掲クル事項ニ関シ執務スルコト 
 イ 身体検査ニ関スル事項 
 ロ 学校設備ノ衛生ニ関スル事項 
 ハ 学校給食其ノ他児童ノ栄養ニ関スル事項 
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 ニ 健康相談ニ関スル事項 
 ホ 疾病ノ予防ニ関スル事項 
 ヘ 救急看護ニ関スル事項 
 ト 学校歯科ニ関スル事項 
 チ 要養護児童ノ特別養護ニ関スル事項 
 リ 其ノ他ノ児童ノ衛生養護ニ関スル事項 
3 養護訓導ハ其ノ執務ニ当リ他ノ職員ト十分ナル連絡ヲ図ルコト 
4 養護訓導ハ医務ニ関シ学校医，学校歯科医ノ指導ヲ承クルコト 
5 養護訓導ハ必要アル場合ニ於テハ児童ノ家庭ヲ訪問シ児童ノ養護ニ関シ学校ト家庭ト
ノ連絡ニ力ムルコト 
 
第 2 次世界大戦後の昭和 22（1947）年に「国民学校令」が廃止され，代わって「学校教
育法」が制定された．そこで養護訓導は「養護教諭」と改称され，養護教諭の職務は同法
で「児童生徒の養護をつかさどる」となった．終戦後のアメリカ占領時代（昭和 21（1946）
年～昭和 27（1952）年）における養護教員に関する行政は，衛生行政を担当した PHW（公
衆衛生福祉局）の看護科において行われ，これまでの日本における養護教員の制度につい
てまったく理解を持たず，養護教諭を看護婦・保健婦と同一視するアメリカの制度になら
わせることをもって指導原理とされた 2）．昭和 24（1949）年に示された中等学校保健計画
実施要領試案に示された養護教諭の職務の内容は，ほとんどが「助力する」「助言する」「援
助する」「協力する」といった補助者協力者の立場しか認めておらず，養護教諭は非常勤の
補助者という極めて低い位置に止められた． 
 
資料Ⅰ‐3．中等学校保健計画実施要領に示す養護教諭の職務 昭和 24（1949）年 2） 
1 学校保健事業に対する方策と計画を発展させ追行させる助けをする． 
2 学校身体検査を準備し，かつ実施を援助する． 
3 学校医・学校歯科医・教職員等と協力して，身体検査の結果の処理を計画し，実行する． 
4 学校医の指導の下に伝染病の予防について補助する． 
5 安全計画を実施するために具体案をたて，かつ突発事故による障害，急病，その他救急
処置に助力する． 
6 学校給食については，炊事場の清潔と維持，調理場の清潔，給食準備の際の清潔，食物
と衛生について助言を与える． 
7 安全で健康的で，み力に富んだ学校環境の設置基準を精細に承知し，この基準に達しか
つそれを維持できるよう実際的な援助と助言を与える． 
8 学校健康相談の準備をし，その実施を援助する． 
9 健康教育に協力する． 
 （1）正課の健康教育において． 
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 （2）必要に応じて行う健康教育において． 
 （3）健康教育に必要な資料と情報の獲得について． 
10 健康に関する記録を整備し，この資料を有効に活用するよう教師に助言を与える． 
11 教職員の健康保持のため必要な助言を与える． 
12 学校保健事業を評価するため資料と情報を入手したり解釈したりする助けをする． 
13 教師・生徒及び両親との接触によって知悉した事項が，学校の環境の健康的調整に関
係があると認められた時は，その旨，学校長及び学校医に報告し，その解決に助力する． 
14 教職員が利用し得るよう地域社会に現存する保健及び社会的資料に関する情報を確実
に収集しておく． 
15 必要に応じ，生徒の家庭訪問をなし，保健指導について助言を与える． 
 
 昭和 28（1953）年に教育職員免許法の改正が行われた．前年のサンフランシスコ講和条
約の発効を期に，占領制約を是正する意味で大幅な改正となり，養護教諭関係では看護婦
免許とは無関係の，正規の大学による養成が主体となり，保健師の資格だけでは，養護教
諭1級免許は取得できなくなった 27）．新しい憲法の下に学校保健についても改革が行われ，
昭和 33（1958）年に学校保健法が制定された．学校保健法は以下 6 章からなり，主な内容
は，身体検査から健康診断へ，就学時の健康診断を市町村教育委員会が実施，職員の健康
診断，学校環境衛生の明文化，学校医，学校歯科医，学校薬剤師制度の規定等である．占
領下ではアメリカ式の学校保健理念であったのが，ここで本来の日本式学校保健に回帰す
ることができた 2）．  
 
資料Ⅰ‐4．学校保健法 昭和 33（1958）年 8） 
第 1 章 総則 
第 2 章 健康診断及び健康相談 
第 3 章 伝染病の予防 
第 4 章 学校保健技師並びに学校医，学校歯科医及び学校薬剤師 
第 5 章 地方公共団体の援助及び国の補助 
第 6 章 雑則 
 
文部省関係者は学校保健法公布に当たり，「学校保健法の解説」を発刊し，養護教諭の職
務を示した．内容は昭和 24（1949）年に示された職務に比べると自主性は増したものの，
「補助する」とした項目が多く，養護教諭は補助者として位置付けられている． 
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資料Ⅰ‐5．学校保健法解説書に見る養護教諭の職務 昭和 33（1958）年 2） 
（1）学校保健計画の立案に協力する． 
（2）学校環境衛生の維持及び改善に留意し，必要な実際的な助言を行い，及び環境衛生検
査に協力する． 
（3）学校給食の施設，設備の衛生とその維持について必要な助言を行い，及び食物の栄養
と衛生に関し指導，助言を行う． 
（4）児童，生徒の健康診断の準備をし，実施を補助する． 
（5）学校医又は学校歯科医の指導監督の下に，法第七条の予防処置に従事し，及び保健指
導に従事する． 
（6）児童，生徒の健康相談の準備をし，実施を補助する． 
（7）学校医の指導監督の下に，学校における伝染病，食中毒の予防措置に従事する． 
（8）児童，生徒の救急看護に従事する． 
（9）児童，生徒の疾病異常の発見，健康観察に従事し，疾病異常の児童，生徒に対する保
健指導に従事する． 
（10）身体虚弱の児童，生徒に対する保健指導に従事する． 
（11）必要に応じ，児童，生徒の家庭訪問を行い，保健指導に関し，必要な指導，助言を
行う． 
（12）職員の行う保健教育に対し，協力する． 
（13）保健教育に必要な資料，記録等の整備を図る． 
（14）保健室の設備，備品の整備につとめ，健康診断，救急処置等のための器具，薬品等
の管理に当る． 
（15）保健室の書類，記録，資料等に整備につとめ，整理，整頓を行う． 
（16）学校保健委員会，又は児童生徒等の保健委員会の運営に協力する． 
 
2）養護教諭の専門性の変遷 
養護教諭の仕事の内容は，子どもの健康の実態，保健室来室者のニーズに即して，衛生
対策から心身の健康教育や組織活動へと変化をとげた 11）．1960 年代後半は行動経済成長の
ゆがみが子どもの健康面で様々な影響を与え，生活習慣の乱れ，視力低下，虫歯，肥満児
の増加があり，1970 年代にはアトピー疾患の増加，歯並びの良くない子が増加した 12）．昭
和 47（1972）年の保健体育審議会答申において養護教諭の役割の役割が述べられ，養護教
諭の職務は「児童生徒の健康の保持増進にかかわるすべての活動」と理解されるようにな
った． 
 
 
 
 
6 
 
資料Ⅰ‐6．児童生徒等の健康の保持増進に関する施策について 
保健体育審議会答申 昭和 47（1972）年 8） 
養護教諭は，専門的立場からすべての児童生徒の健康および環境衛生の実態を的確に把
握して，疾病や情緒障害，体力，栄養に関する問題等心身の健康に問題を持つ児童生徒の
個別の指導にあたり，また，健康な児童生徒についても健康の増進に関する指導にあたる
のみならず，一般の教員の行う日常の教育活動にも積極的に協力する役割を持つものであ
る． 
 
 1980 年代では教育荒廃，少年非行がマスコミをにぎわし，学校批判，教師批判が相次ぎ，
80 年代後半ではいじめ，登校拒否が目立ってきた．90 年代は性に関する問題が多発し，90
年代後半は殺傷事件にまで発展する中学生の事件が続いた 12）．平成 7（1995）年学校保健
法施行規則の改正では，いじめや不登校など児童生徒の心身の問題に適切に対応するとと
もに，新たな健康問題に取り組んでいくよう，養護教諭も教諭に限らず保健主事に充てる
ことができるようになった．同年，文部省は「心の健康」教育に力をいれるよう指示し，
スクールカウンセラーを導入した．平成 9（1997）年保健体育審議会答申では，「ヘルスプ
ロモーションの理念に基づいた健康教育の推進」が求められ，養護教諭には従来の職務に
加えてその特質や保健室の機能を最大限に生かした心や体の両面へ対応する健康相談活動
や，健康の現代的課題への積極的な取り組みなどの新たな役割が示された． 
 
資料Ⅰ‐7．生涯にわたる心身の健康の保持増進のための今後の健康に関する教育及び 
スポーツの振興の在り方について 保健体育審議会答申 平成 9（1997）年 14） 
近年の心の健康問題等の深刻化に伴い，学校におけるカウンセリング等の機能の充実が求
められるようになってきている．この中で，養護教諭は，児童生徒の身体的不調の背景に，
いじめなどの心の健康問題がかかわっていること等のサインにいち早く気付くことのでき
る立場にあり，養護教諭のヘルスカウンセリング（健康相談活動）が一層重要な役割を持
ってきている．養護教諭の行うヘルスカウンセリングは，養護教諭の職務の特質や保健室
の機能を十分に生かし，児童生徒の様々な訴えに対して，常に心的な要因や背景を念頭に
置いて，心身の観察，問題の背景の分析，解決のための支援，関係者との連携など，心や
体の両面への対応を行う健康相談活動である． 
 
生活習慣の乱れ，いじめ，不登校，児童虐待などのメンタルへルスに関する課題，アレ
ルギー疾患，性の問題行動や薬物乱用，感染症など，新たな課題が顕在化している中，平
成 20（2008）年に中央教育審議会答申において，養護教諭の役割が示された．養護教諭の
役割は救急処置，健康診断，疾病予防などの保健管理，保健教育，健康相談活動，保健室
経営，保健組織活動などと明確化が図られ，また学級担任，スクールカウンセラー，医療
機関など学校内外の関係者との連携を推進するコーディネーターの役割を担う必要性，保
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健教育に果たす役割の増加が挙げられ，養護教諭は学校保健活動の推進に当たって中核的
な役割を果たすと定義された． 
 
資料Ⅰ‐8．子どもの心身の健康を守り、安全・安心を確保するために学校全体としての 
取組を進めるための方策について 中央教育審議会答申 平成 20（2008）年 15） 
養護教諭の職務は，学校教育法で「児童生徒の養護をつかさどる」と定められており昭
和 47 年及び平成 9 年の保健体育審議会答申において主要な役割が示されている．それらを
踏まえて，現在，救急処置，健康診断，疾病予防などの保健管理，保健教育，健康相談活
動，保健室経営，保健組織活動などを行っている． 
また，子どもの現代的な健康課題の対応に当たり，学級担任等，学校医，学校歯科医，
学校薬剤師，スクールカウンセラーなど学校内における連携，また医療関係者や福祉関係
者など地域の関係機関との連携を推進することが必要となっている中，養護教諭はコーデ
ィネーターの役割を担う必要がある． 
このような養護教諭に求められる役割を十分に果たせるよう，学校教育法における養護
教諭に関する規定を踏まえつつ，養護教諭を中核として，担任教諭等及び医療機関など学
校内外の関係者と連携・協力しつつ，学校保健も重視した学校経営がなされることを担保
するような法制度の整備について検討する必要がある． 
 
 平成20（2008）年に学校保健法を改正して学校保健安全法が公布され，翌年平成21（2009）
年に施行された．特徴としては①養護教諭を中心として関係教職員等と連携した組織的な
保健指導，健康観察，健康相談の充実，②地域の医療関係機関等との連携による児童生徒
等の保健管理の充実，③学校の環境衛生水準を確保するための全国的な基準の法制化，④
子どもの安全を脅かす事件，事故及び自然災害に対応した総合的な学校安全計画の策定に
よる学校安全の充実，⑤各学校における危険発生時の対処要領の策定による適格な対応の
確保，⑥警察等関係機関，地域のボランティア等との連携による学校安全体制の教科，が
挙げられる 8）． 
 
表Ⅰ‐1．養護教諭職制の歴史と専門性 
年 養護教諭職制に関する動向 
社会的動向， 
子どもの健康課題 
明治 38 
（1905）年 
学校看護婦が置かれる 
トラコーマ対策（学校衛生
全般） 
大正 12 
（1922）年 
大阪市が市の事業として，市内全校に 1 校 1 名
学校看護婦を設置するという方針を立てる 
 
昭和 4 
（1929）年 
【学校看護婦ニ関スル件】 
学校看護婦の職務内容を規定 
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昭和 16 
（1941）年 
【国民学校令】 
「養護訓導」の誕生 
養護を掌る 教育職員としての身分 
第二次世界大戦を控え，富
国強兵を意識 
身体虚弱や栄養失調，結
核，寄生虫，赤痢 
昭和 17 
（1942）年 
【養護訓導執務要領】 
「学校看護婦ニ関スル件」を廃止．養護教諭の
自律性，教育的任務の重視，児童の養護に限定 
 
昭和 18 
（1943）年 
【国民学校令改正】 
養護訓導が必置制となる 
 
昭和 22 年 
（1947）年 
【学校教育法】 
養護訓導は「養護教諭」と改称 養護をつかさ
どる 
昭和 20（1945）年終戦 
義務教育，少年非行，養護
学校制度化 
昭和 24 
（1949）年 
【中等学校保健計画実施要領試案】 
養護教諭の役割 
 
昭和 28 
（1953）年 
【教職員免許法の改正】 
看護婦とは無関係の養護教諭養成コースを新設 
衛生状態，栄養の改善，生
活水準の向上，生活様式の
変化 
昭和 33 
（1958）年 
【学校保健法】 
身体検査から健康診断へ，就学時健康診断を市
町村教育委員会が実施，職員の健康診断，学校
環境衛生の明文化，学校医，学校歯科医，学校
薬剤師制度の規定 
1958 年 WHO 憲章「健康
とは」 
昭和 47 年 
（1972）年 
【保健体育審議会答申】 
児童生徒の健康の保持増進にかかわるすべての
活動 
疾病，情緒障害，体力，栄
養等（心身の健康） 
平成 5 
（1993）年 
養護教諭の複数配置が始まる（30 学級以上） 
1986 年 WHO オタワ憲章
「ヘルスプロモーション」 
平成 7 
（1995）年 
【学校保健法施行規則の改正】 
養護教諭も教諭に限らず保健主事に充てること
ができる 
いじめ，不登校，メンタル
ヘルス，感染症，アレルギ
ー疾患，薬物乱用，性の逸
脱行動，肥満，生活習慣病 
（多様化した現代的課題） 
1995 年スクールカウンセ
ラーの導入 
平成 9 
（1997）年 
【保健体育審議会答申】 
ヘルスプロモーションの理念に基づいた健康教
育の推進 
保健室の機能を最大限に生かした健康相談活動 
平成 10 
（1998）年 
【教育職員免許法の改正】 
養護教諭が保健の教科を担任する教諭又は講師
高度情報化社会 
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になることができる 
平成 13 
（2001）年 
養護教諭の複数配置の基準が広がる 
（小学校 851 人以上，中・高等学校 801 人以上，
養護学校 61 人以上） 
 
平成 16 
（2004）年 
【高等学校設置基準の改正】 
第 9 条 養護教諭を置くように努めなければな
らない 
ネットいじめ，発達障害，
学級崩壊 
2005 年栄養教諭の配置 
平成 20 
（2008）年 
【中央教育審議会答申】 
職務の明確化，コーディネーター的役割，保健
教育 →学校保健活動の推進に当たって中核的
な役割が求められた 
【学校保健安全法】学校保健法の一部改正 
スクールソーシャルワー
カーの導入 
 
学校看護婦は公衆衛生対策の必要上から学校医の補助者として採用がはじまったもので
あるが，その職務には子どもの実態に応じての保健指導など，当初から教育的な活動の実
態があった 11）．このような背景には 1 校 1 名配置が実施されたことも関わっている．教員
と同待遇を求める動きがあり，養護訓導が誕生し教育職員としての地位が確立し，その後，
養護訓導は養護教諭に名称が変わった．教育職員として，子どもの健康を育む養護教諭の
役割は，時代や子どもの健康問題とともに衛生対策から心身の健康教育や組織活動へと移
り，学校保健推進においては中核的な役割を果たすと定義されるに至った．  
 
3）諸外国の学校保健に携わる職種 
 諸外国の学校保健に携わる職種として，アメリカ，イギリス，中国，韓国の例を挙げる．
アメリカには看護師免許に基づく SN 制度があるが，州により様々である 16）．全米スクー
ルナース協会（National Association of School Nurses）による 2015 年の調査 17）によると，
SN の管轄は，地域の教育機関 83%，私立学校 5%，政府の保健機関 4%であり，主に地域
の教育機関が管轄していた．SN の平均年齢は 47～55 歳，SN の平均勤務年数は 19 年，看
護師（SN 含む）としての平均勤務年数は 31 年であり，看護師として勤務をした後 SN と
して勤務するのが一般的であることが分かる．また，看護師経験を SN の条件として挙げる
州もある 18）．SN 一人に対する児童生徒の平均人数は 924～1,072 人である．5 割の SN の
受け持ち校は 1 校であるが，残り 5 割の SN は複数の学校を受け持っている 19）． 
アメリカの SN は 1902 年ニューヨークシティで感染症による欠席を減らすために雇われ
たことが始まりとされている．エビデンスベイスドの看護ケアが実施され，SN の役割は広
がっていったが，その実践の本質と目的は変わらないままである 20）．全米スクールナース
協会 21）22）は SN の役割を以下の 7 項目示している． 
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資料Ⅰ‐9．アメリカのスクールナースの役割 6）7） 
①SN は児童生徒に直接的なケアを実施する 
けがや病気の救急処置や子どもの長期的な健康課題への対応のことであり，それには看
護的視点からのアセスメントと処置，保護者との連絡，医療機関への紹介，長期的な健
康課題を持つ子どものヘルスケアプランの作成，リスクマネジメントプランの作成，障
がいを持つ子どもへの対応が含まれる． 
②SN はヘルスサービスの支給に関してリーダーシップをとる 
 緊急時や災害時における対応プランの作成や子どもの健康情報の保護が含まれる． 
③SN は児童生徒のスクリーニングと健康課題を外部機関に紹介する 
 スクリーニングは視力，聴力，BMI が含まれるが，これだけには限られない． 
④SN は学校の環境を健康に整える 
 予防接種情報の把握，管理や感染症対策，校庭，室内の空気，起こりうる危険などの環
境点検への参加，校内暴力，いじめ，災害，テロリズム対策の計画作成への参加が含ま
れる． 
⑤SN は健康を増進させる 
 個別，集団に対して健康教育を行う．保健教育のカリキュラム作成チームへの助言を行
い，職員や保護者，地域へのプログラムも提供することもある． 
⑥SN は健康に関する方針に関してリーダーシップをとる 
 SN は方針の開発と評価を担当する．方針の内容にはヘルスプロモーション，長期的な病
気への対策，学校保健計画，危機／災害管理，健康に関する危機管理，精神保健，急性
の病気の管理，感染症対策が含まれる． 
⑦SN は学校職員，保護者，保健の専門家，地域を繋ぐ 
 健康課題を持つ子どものケースマネジャーとして SN は保護者，医療機関，地域の機関
との十分な連携が必要である． 
  
全米スクールナース協会による 2013 年の調査 19）によると，SN が時間を費やしたい職
務内容の上位 5 位は，調査・研究，地域と行う特別なイベント，クラスでの授業の実施，
肥満対策，学校職員との校内研修であった．一方，同調査 19）で SN が多くの時間を費やす
職務内容の上位 5 位として，病気（頭痛，痛み，腹痛）への対応，薬の管理，事務処理と
委員会への参加，シラミ，予防接種，けがの処置が挙げられている．また，アメリカでは
1975 年に障がいをもった生徒も格差なく通常の学校に通えるようにすべきことを法律で規
定して以降，こうした子どもの専門的ケアが，SN の重要な仕事になっている 16）．その他
に，5 割の SN が子どもとその保護者に対し健康保険の加入への支援や地域の保健機関への
紹介を行っていた 19）．SN の役割として挙げられた健康教育について，その関与の仕方は
多くの場合，教師たちへの資料提供が主な役割であり，一部を除けば実践を行うことは少
ない 16）． 
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SN の役割と SNが意識している職務内容からは，ヘルスプロモーションの視点が含まれ，
わが国の養護教諭とよく似た内容であるが，実際には看護職員としての身分である SN の方
が看護の専門的な機能を発揮していることが分かる． 
アメリカには SN の仕事を補助する保健助手（Unlicensed Assistive Personnel）の制度
がある．役割や形態も様々であり，Nurse Assistant，Nurse Aides，Clinic Assistants，
Health Clerk などと呼ばれている 16）23）．短期間の講習が必要な以外，多くの場合，特に免
許状は必要とされていない 13）．SN と保健助手の実施できる内容を表Ⅰ‐2 に示す． 
 
表Ⅰ‐2．アメリカの School Nurse と Nurse Assistant の Responsibility Chart22） 
実施できる内容 
School 
Nurse 
Nurse 
Assistant 
1．救急処置（病気／けが） ○ ○ 
2．ヘルスアセスメント ○  
3．スクリーニング（視力，聴力，脊柱） ○ ○¹ 
4．予防接種情報の把握，管理 ○ ○ 
5．処方された薬の管理 ○ ○² 
6．特別な手続き（例：尿路カテーテル） ○  
 教える ○  
 モニタリング ○  
 サービスの実施 ○ ○ 
7．妊娠に関するケースマネジメント ○  
8．薬物中毒のアセスメント ○  
9．感染症対策 ○³  
10．個別のヘルスカウンセリング ○³  
11．健康課題のある子どもを外部機関へ紹介 ○  
12．外部機関へ紹介した健康課題のある子どものフォローアップ ○  
13．各種組織への参加 ○  
14．記録／報告書 ○ ○ 
¹学習過程を修了し，テキサス政府から資格を得た場合 
²看護師から与えられる子どもへの投薬に関する学習過程を修了した場合（州による） 
³職員を含む 
 
イギリスのSN制度も地域によって異なるが，基礎免許は看護師免許に基づいている 24）．
公立学校と私立学校でも異なり，公立学校には主に地域の保健機関が SN を派遣しているが，
私立学校はそれぞれの学校が独自に SN を配置している 24）25）．一般的に公立学校の SN は
学校数校を回り保健サービスを提供し，私立学校の SN は一つの学校に勤務する 24）．公立
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学校の SN について，スコットランドでは SN 一人に対する児童生徒の平均人数は 2,154 人
である 26）．アメリカ同様イギリスの SN は何年か看護師を経験したうえで SN になる 27）．
イギリスの学校保健 27）は基本的には児童生徒の教育を司る学校への医学的，福祉的サービ
スであり，教育の仕事としては意識されていなかった．そこでイギリスの学校保健では，
明らかに医療を必要とする子どもだけを問題にし，SN の仕事は，主要には医療的問題を抱
える子どもへの対処であった．よって数校兼務の訪問看護で間に合う仕事という程度に制
度化されてきた． 
 イギリスの SN 制度は，貧困層の子どもの不健康な状態を背景に 1890 年代に開始され，
1897 年にロンドンスクールナースソサエティーが設立された．子どもの目の痛み，しもや
け等の軽い病気の治療と家庭訪問による親への教育を行っていた 13）．イギリスの子どもの
健康課題は，わが国同様，感染症などから心の問題，生活習慣，慢性疾患などへ時代とと
もに変化してきた 28）．1980 年代にイギリスで教育制度の諸改革が進む中で，青少年の健全
育成が重要な課題になり，健康教育やヘルスプロモーションという課題が主張される動き
が広まり 27），SN の役割は健康の評価と健康教育に広がり，学校全体へ取り組みを行うも
のとなった 28）．SN の職務には，以下の事項が挙げられる． 
 
資料Ⅰ‐10．イギリスのスクールナースの職務 29） 
・アセスメントと健康に関するサーベイランス 
 －児童生徒が必要とする事柄の評価査定 
 －特別な配慮が必要となる児童生徒の発見 
 －家庭と生徒に向けた外部機関や保健サービスの情報提供 
 －必要に応じて外部機関への紹介と児童生徒が自ら外部機関へ行けるよう支援 
・ヘルスプロモーションと健康教育 
 以下の内容が含まれる 
 －生活習慣：栄養と運動，喫煙，飲酒，口腔の健康 
 －性に関する健康，10 代の妊娠予防，性感染症予防，職員が性教育を行う際に支援する 
 －精神保健とウェルビーイング 
 －成長 
 －事故の予防 
・予防接種と感染症予防 
 －予防接種プログラムの実施（例：HPV ワクチン） 
 －感染症発生時の対応 
 －手洗い指導など学校と協働した感染症予防の実施，感染症に関する学校の方針が適当
であるか確認 
・児童生徒の健康と福祉を守る 
 －攻撃されやすい子どもの発見 
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 －児童福祉 
・医療ケアを必要とする子どもの支援と健康課題を持つ子どもへの対応 
 －児童生徒，保護者，学校教職員に対し，医療的な事柄と安全な服薬の管理に関する指
導，助言，支援，訓練 
 －必要に応じた児童生徒の個別の健康ケア計画の作成への参画 
 －薬の保管や処分など学校とともに管理 
 
Royal College of Nursing が行った 2005 年の調査 30）によると，SN が多くの時間を費や
す職務内容の上位 5 位として，子どものケース会議への参加，予防接種，面談予約のある
児童生徒への対応，ヘルスプロモーション，スクリーニングが挙げられた．また，9 割近く
の SN は家庭訪問を実施していた．これらの結果からイギリスの SN の実際は，予防接種，
スクリーニングといった保健管理と健康課題を持つ子どもへの対応が中心となっているこ
と，家庭への直接的働きかけも行っていることが分かる．同調査 30）で，SN がさらに時間
を費やしたい職務内容の上位 5 位は，ヘルスプロモーション，クラスでの授業の実施，予
約なしで SN の所にやってきた児童生徒の対応，カウンセリング，家庭へのサポートであり，
費やす時間を減らしたい職務内容には予防接種とスクリーニングが上位に挙げられた．こ
のことから SN はヘルスプロモーションの視点から職務を捉え，意識していることが分かる． 
イギリスの私立学校 SN の職務内容は，学校と密に，学校の現状や環境に合わせて勤務す
るため，公立学校と異なる．私立学校の SN が時間を費やす職務内容の上位 5 位は，けが
の処置，予約なしで SN の所にやってきた児童生徒の対応，保健室で病気の子どものケア，
薬の服薬，面談予約のある児童生徒への対応である 30）．家庭訪問を実施した SN は 1 割程
度と 9 割実施していた公立の SN に比べ少なかった．私立学校の SN は保健室の運営管理，
病気や救急処置，情緒問題などに関する日常的な支援を職務の中心とし 24），さらに寮のあ
る学校においては寮生の世話をするもの重要な役割である 25）．公立学校と私立学校の SN
の職務内容の違いの背景には，複数校を受け持つ公立の SN と一つの学校に勤務する私立の
SN の勤務形態の違いが背景に考えられるが，両者とも看護職員として子どもの健康に関わ
っている． 
 
中国には養護教諭と類似した職種に，校医，保健教師と呼ばれる制度が挙げられる．中
国でいう校医とは，日本の学校医とは異なり，学校にある校医室（衛生室）にいる医学あ
るいは看護学を学んだ職員のことであり，資格は医師，および準医師である．財政的に豊
かな学校は常勤で雇っており，学校規模の大きいところは複数の校医がいるところもある．
その一方で，その他の学校では非常勤で，必要時に呼ばれるシステムである 31）．保健教師
は一般教員から選ばれる．1960 年代半ばからは公立の小中学校には基本的に校医または保
健教師を置くこととなり，小学校には保健教師が多く，中学校には校医が多い 32）．1990 年
に公布された学校衛生工作条例では，校医室の設置や，校医の配置，健康教育の実施が明
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文化された．同条例第 20 条には，都市普通小中学校，田舎の中心となる小学校と普通中学
校に衛生室をもうけ，生徒数 600：1 の比例で専職衛生技術員を配置するべきとされている
が，専職衛生技術員の配置については学校により，かなりの規格差がみられる 31）．Yu によ
る北京の中学校に勤務する 30 名の校医を対象にした 2002 年の調査 33）によると，この 600：
1 の割合を満たしている学校は 5 分の 1 であった． 
中国で校医の配置が始まったのは 1912 年ごろであり，学校衛生は当初日本に習ったが，
後にアメリカ（健康教育型）に習い，新中国（1949 年～）以後は旧ソ連（医学サービス型）
に習った 32）．校医は日本の学校保健主事と養護教諭の役割を合わせて持ち，疾病の簡単な
手当てや健康教育が主な業務である 34）．Yu33）によると校医の職務の実際として，以下のも
のが挙げられた． 
 
資料Ⅰ‐11．中国の校医の職務の実際 33） 
・一般的な病気と感染症の予防と管理 
 －毎年実施の健康診断（身長，体重，視力を含む） 
 －学校環境衛生（教室の照度検査，食堂の監視等） 
 －子どもに対する運動の奨励 
 －予防接種 
・健康教育とカウンセリング 
 －健康教育のカリキュラムの作成 
 －クラスでの授業の実施（3 分の 1 の校医が実施） 
 －カウンセリングの内容は，性に関する健康，成長，健康と病気，不安やストレスへの
対処，コミュニケーションの方法が含まれる 
・子どもの健康課題への対応 
 －けがに対する救急処置 
 －子どもに病院を紹介 
 －学校教職員の健康課題への対応 
 
 21 世紀に至り，校医の仕事はさらに新しい挑戦に遭遇している．学校衛生のパラダイム
は医療サービスから WHO の Health Promoting School（以下 HPS）へ変わり，これを全
面的に押し広める状況になった 35）．中国で HPS は 1995 年に北京市で開始され，2002 年
より 4 省 2 市で試行された 31）．校医の職責も生理－病気の予防治療から心理－健康教育へ
と発展し，予防が主となり，仕事内容は学生と教師の健康教育のあらゆる面に触れている
35）． 
 
韓国は，保健教師という制度があり，看護師と教師の両方の役割を保持している 35）36）．
資格について，保健教師には看護師資格が必修である．学校保健法第 15 条に「全ての学校
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に第 9 条の 2 に従い保健教育と学生の健康管理を担当する保健教師を置く．ただ，大統領
令で定められている一定規模以下の学校には巡回保健教師を置くことができる」とされ，
法律で保健教師の配置が定められているものの，2010 年度の全国の配置率は 64.5%であっ
た 37）． 
韓国の保健教師は日本の養護教諭制度に学び，呼び方も養護教師であった 37）．1930 年に
梨花学堂に看護婦が配置されたことから始まり，その後日本と同じように 1953 年に養護教
師として法制化された 38）．しかし，2002 年に初・中等教育法第 21 条第 2 項改正で養護教
師を保健教師と改称した 35）．韓国語では「養護」は消極的な保健活動という意味合いであ
ることから，「保健」というもう少し積極的な概念とすることで，その軸足を「保健教育」
を行う教師に置き換えた 35）37）．韓国の保健教師は，戦後はアメリカの SN 制度の方向を取
り入れてきたと考えられ，それが，看護という医療職としての専門性を持ちながら，学校
という場にあっては教師としての教職性も必要だと考え，ケアと教育の 2 本の柱を平行に
とらえて職務の発展を追求してきた 37）．  
 
資料Ⅰ‐12．韓国の保健教師の職務（関係法：学校保健法施行令，2012 年 8 月改定）39） 
1．学校保健計画の策定 
2．学校の環境衛生の維持・管理及び改善 
3．学生と教職員の健康診断の準備と実施への協力 
4．各種疾病の予防処置及び保健指導 
5．学生と教職員の健康観察と学校医師の健康相談，健康評価などの実施への協力 
6．虚弱な学生に対する保健指導 
7．保健指導のための家庭訪問 
8．教師の保健教育への協力と必要時の保健教育 
9．保健室の施設・設備及び薬品などの管理 
10．保健教育資料の収集・管理 
11．学生健康記録カードの管理 
12．以下の医療行為（看護師免許を持っている保健教師のみ） 
①外傷などの治療 ②応急を要する者の応急処置 ③負傷と疾病の悪化を防止するた
めの処置 ④健康診断の結果，疾病と判断された者の療養指導及び管理 ⑤①から④
までの医療行為による医薬品の投与 
13．その他の学校の保健管理 
 
英米の SN は看護職として子どもの健康課題への直接的ケアを中心に職務を行っている．
1 名の SN が数校を巡回し公衆衛生の看護としての役割が強い．一方，中国と韓国の校医と
保健教師は，子どもの健康課題へのケアと保健教育の両方を行う，医療職と教育職の両方
の立場を合わせ持ち，わが国の養護教諭と類似している．しかし地域ごとに差があり，全
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ての学校に配置されているわけではない．この英米と中韓の相違点は，専門的な領域がは
っきりしている欧米と，一つのものを全体的に捉えるアジアの文化的相違が背景として考
えられる．また，これら 4 つの国の学校保健に関わる職種はそれぞれの国で独自に発展し
ているが，近年の動向として，ヘルスプロモーションを意識していることはどの国も同じ
である． 
 
2. 研究の目的 
 
オーストラリア（以下豪州）には看護師免許に基づく SN 制度があるが，州によって異な
り，SN 配置のある州とない州がある．また公立学校と私立学校で異なり，公立の SN は学
校を訪問しスクリーニングや健康相談を行い，私立学校の SN は学校に常勤で子どもの救急
処置や保健室経営を中心に勤務している 40）．豪州の SN は旧宗主国であるイギリスの SN
と類似し，看護師として子どもの健康問題に関わっている．その中で，1999 年にクイーン
ズランド州で政府の機関である Queensland Health と Education Queensland が連携し，
School Based Youth Health Nurse（以下 SBYHN）制度を立ち上げた．SBYHN 制度はヘ
ルスプロモーションの理念の下，HPS を手本として作られ，遠隔地を含むすべてのセカン
ダリスクール（日本でいう中等教育学校）に配置されたことが新しい．保健管理を主な職
務とする SN 制度がある欧米文化を持つ豪州で新しく健康教育を行う SBYHN が誕生した
ことは注目することができる． 
わが国の学校保健に携わる職種は，学校看護婦から始まり，看護婦自身の職制運動によ
って教育職員としての地位を獲得した歴史がある．学校に教職員として常駐し，子どもの
健康実態に対して健康教育とケア（保健管理）を一体化して取り組み 5），ほぼすべての学校
に配置されているという点が各国の制度と比較し，独自である．現在，養護教諭にはヘル
スプロモーションの理念に基づき，学校保健活動の推進にあたって中核的な役割が求めら
れている．しかし，森，佐藤 41）によると，養護教諭の職務は，実際には養護教諭の職務内
容の項目内には入りきれない職務内容があり，多くの時間や労力を費やしている，として
いる．また，三木 6）は養護教諭の職務を「児童・生徒の養護を司る」という枠は決まって
いるものの，その詳細な内容については明確に固定されたものではないと述べている．柔
軟であり曖昧でもある養護教諭の職務について，具体的に中核的な役割として求められる
ものとは何か，ということを今後さらに検討していく必要がある． 
そこで本研究では，オーストラリアにおけるヘルスプロモーションを主な職務とする新
たな職種である SBYHN とわが国の養護教諭との比較研究を行い，これからの養護教諭の
学校保健活動推進のための中核的役割のあり方について明らかにすることを目的とする． 
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第Ⅱ章 オーストラリアにおける学校保健とスクールナース制度の実態 
 
1．オーストラリアの教育制度と学校保健 
 
 オーストラリア（以下豪州）はイギリスの教育制度を改良し独自の制度をつくっている 1）．
豪州では，1901 年に制定された憲法の規定により，教育に関する事項は各州政府の責任と
されている．そのため，義務教育年限や初等・中等教育機関，カリキュラム等が州により
異なる 1）-3）．しかし，1980 年代後半に，連邦・各州の連携・協働の重要性が確認されて以
降は，教育政策においても国家としての枠組みが徐々に作られている 1）．1989 年に州間の
連絡調整や情報交換を主な任務としてきた豪州教育審議会が豪州で初めての国家教育指針
である「ホバート宣言」を策定した 4）．ここで学校教育に関する国家目標が「学校，各州お
よび連邦政府が協働するための枠組み」として提示された 2）．1999 年には，豪州教育審議
会の後継である，連邦雇用教育訓練青少年問題審議会（以下 MCEETYA）により，21 世紀
に向けた学校教育の新たな指針として「アデレード宣言」が発表された 5）．そこでは特に学
校教育がすべての児童生徒の能力および可能性を十分に発展させるよう努力すること，ま
たそのために学校教育が公正であるべきことが確認された 1）．2008 年には，MCEETYA に
より，現行の国家教育指針である「メルボルン宣言」が発表された 6）．これまで各州政府の
領域とされてきた教育の「実施」の部分にまで踏み込み，成果の達成に対する責任の共有
を求めた点において，この宣言がそれまでの 2 つの宣言と異なる 1）．「メルボルン宣言」で
は，今後約 10 年間の国家教育目標として，以下 2 点を示している 1）6）． 
 目標 1：豪州の学校教育は公正（equity）と卓越性（excellence）を促進する． 
 目標 2：豪州のすべての若者は  
－成功した学習者となる． 
      －自身に満ちた創造的な個人になる． 
      －活動的で知識のある市民となる． 
教育の卓越と公正は，学校教育段階では学力向上と格差の縮小を意図している 1）．学力向
上には，リテラシー，ICT 等のコミュニケーションに必要な基礎的スキル，応用力や創造
性・革新性，他者やチームと協働する力，自らの可能性を開花させるための積極的な姿勢，
グローバル・ローカルな市民としての責任に対する自覚等が含まれる 6）．また，公正には多
文化主義の理念に基づく教育が行われ，英語を母語としない生徒への ESL（English as a 
Second language）教育や多文化教育プログラムなど，少数の子どもが抱える課題への対策
を計画し実践している 7）． 
元来の豪州の学校の特徴として，自立的学校経営が挙げられる．教科編成，授業時間数
決定，各教科の年間指導計画の策定にいたるまで学校が裁量する 3）．また，州によって位置
づけや権限は異なるが学校審議会が設置されている 1）-3）．学校審議会は，生徒の保護者や
学校の教職員，地域社会の代表者が学校の様々な意思決定に自らの意見を表明することを
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目的としている 2）．学校審議会の特徴は保護者代表が学校経営の意思決定に参加し，意見を
示せる点である 3）．特に学校審議会の歴史が古いビクトリア州では，その役割や権限が大き
く，人事や財務運営等，学校経営方針の議決権も有している 1）．このように豪州の学校は与
えられる権限が大きく，学校審議会を通して学校経営の意思決定に保護者の意見を反映さ
せようとしていることが理解できる． 
 豪州の教育制度は州により異なるが，全州を総合して見る教育制度 1）8）は，日本の初等
教育学校にあたるプライマリスクールは 1～6 もしくは 7 年生まで，それに続く日本の中等
教育学校にあたるセカンダリスクールは 7 もしくは 8～12 年生までとされている．義務教
育の開始年齢はほとんどの州で 6 歳とされ，終了年齢は 10 年生の終わりまでと定められて
いる． 
 
図Ⅱ‐1‐1．オーストラリアの学校系統図 1） 
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豪州の学校保健制度も各州で異なる．一般的に学校保健は教師，スクールカウンセラー（教師が兼
務），事務職員，外部保健機関，保護者などが学校保健に関与し，連携と同時に役割分担がされてい
る 9）． ウェスタンオーストラリア州を例に見ると，政府の保健機関である Government of Western 
Australia, Department of Health（以下WA Health）が学校保健に関する指針を示しており，学校と
の連携において WA Health が提供するサービスとして①問題の早期発見，②ヘルスプロモーション，
③保健の専門家の派遣，を挙げている 10）．オーストラリアの公立学校を巡回する SN は主に政府の保
健機関に管轄されており，これらのことからオーストラリアの学校保健は政府の保健機関が深く関わって
いることが分かる． 
 
資料Ⅱ‐1‐1．学校保健に関する指針の解説 
Government of Western Australia, Department of Health10） 
1. Early Detection 
To support the early identification and intervention of health problems, School Health 
Service staff shall; 
1.1 Provide access to health screening and assessment as early as possible after school 
entry, including; hearing, ear health, vision and development screening, for all 
children, as follows; 
1.1.1 Parent Evaluated Developmental Status; 
1.1.2 Cover test; 
1.1.3 Corneal Light Reflex test; 
1.1.4 Lea Symbols Chart test; 
1.1.5 Audiometry test; 
1.1.6 Otoscopy, and; 
1.1.7 Tympanometry or other suitable test for middle ear effusion, for Aboriginal children. 
1.2 Assessments of behaviour, body weight issues, development or other health issues 
when a concern has been identified by a child’s parent or teacher, which may include; 
1.2.1 Body Mass Index; 
1.2.2 Ages and Stages Questionnaire: Social-Emotional (ASQ:SE) or other 
age-appropriate behavioural and psychosocial screening test; 
1.2.3 Trachoma screening for targeted populations (endemic), and/or; 
1.2.4 Clinical observation and assessment. 
1.3 At school entry, prioritise identification, referral, monitoring and support for children 
for whom a concern has been raised, in collaboration with school staff and parents. 
1.4 After school entry, facilitate assessment and provide primary health care for individual 
children and adolescents where a concern about health, development or wellbeing has 
been identified by the individual, parent or teacher. 
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1.5 Work closely with school communities and families to identify, assess and provide 
targeted services for children and adolescents most at risk of poor health and 
educational outcomes. 
1.6 Facilitate timely referral to appropriate, accessible services for further assessment 
and/or intervention. 
 
2. Health Promotion 
To support effective health promotion in schools, School Health Service staff shall; 
2.1 Ensure all parents are offered a quality parenting program as their child commences 
school. 
2.2 Monitor demographic, epidemiological and other sources of information to identify 
health issues and primary prevention needs in the school community. 
2.3 Advocate for the use of the Health Promoting Schools Framework to plan coordinated 
school health initiatives. Significant health issues which may be addressed by 
evidenced-based school health promotion strategies include; 
 Mental health and resilience, including prevention of bullying; 
 Physical activity; 
 Healthy eating; 
 Sun protection; 
 Injury prevention; 
 Relationships and sexual health; 
 Smoking prevention; 
 Use of alcohol and other drugs; 
 Early childhood development; and/or, 
 Hand and general hygiene; 
2.4 Advocate and contribute to the planning of school health promotion strategies which 
are based on good research evidence, including; 
2.4.1 Adoption of the Health Promoting Schools Framework; 
2.4.2 Involvement of students in planning and implementation, and; 
2.4.3 Commitment to ‘do no harm’ and the careful selection of strategies which are known 
to be effective. 
2.5 Link school communities to resources, programs and information to support effective 
health promotion and health education activity. 
2.6 Support school curriculum activities by contributing specialist health knowledge and 
skills in the classroom. 
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3. Specialist Health Expertise 
To build capacity within the school community to ensure children and adolescents are safe 
and provided with appropriate care for any injury, illness or condition which may affect 
them while at school, and; to provide ready access to primary health care for a range of 
psychosocial, health and lifestyle issues experienced by adolescents, School Health Services 
shall; 
3.1 Provide advice and support for school staff, to assist in the health care planning of 
children and adolescents with complex health care needs. 
3.2 Facilitate appropriate training for school staff so they can adequately care for students 
with identified health care needs. 
3.3 Assist schools to plan systems for delivery of first aid and emergency health care. 
3.4 Ensure adolescents have access to a Community Health Nurse on a regular basis, for 
health counseling and primary health care, including; 
3.4.1 Provision of HEADSS assessment; 
3.4.2 Engagement with the young person for decision-making, goal-setting and review; 
3.4.3 Facilitate timely referral to appropriate, accessible services for further assessment 
and/or intervention, and; 
3.4.4 Follow-up and monitor adolescents at risk. 
3.5 Support schools to monitor and promote immunisation among the student population, 
which may include; 
3.5.1 Assisting the school in immunisation surveillance; 
3.5.2 Promoting immunisation; 
3.5.3 Assisting the school to respond to suspected and confirmed cases of infectious 
disease, and/or; 
3.5.4 Supporting school-based immunisation programs, as appropriate. 
 
スクールナース（以下 SN）制度も州によって異なり，配置のある州とない州がある 11）．一般的に公立
学校の SN は学校を訪問し予防接種やスクリーニング検査を行い，私立学校の SN は学校に常勤で救
急処置や保健室経営を主な職務とし，直接的ケアを中心とする役割が大きい 11）12）． 
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2．サウスオーストラリア州における学校保健 
 
1）はじめに 
養護教諭の制度 1）－7）は昭和 16（1941）年，国民学校制度（国民学校令の制定）を機会
に「養護を掌る」職員であるとして養護訓導が誕生したことから始まり，教育職員として
その地位や身分が確立した．第 2 次世界大戦後の昭和 22（1947）年に「国民学校令」が廃
止され，代わって「学校教育法」が制定された．養護訓導は「養護教諭」と改称され，養
護教諭の職務は同法で「児童生徒の養護をつかさどる」となった．また，養護教諭制度が
導入されて 70 年が経ち，養護教諭の専門性も時代とともに変化してきた．平成 9（1997）
年保健体育審議会答申 8）では，ヘルスプロモーションの理念に基づいた健康教育の推進が
求められ，養護教諭は従来の職務に加えてその特質や保健室の機能を最大限に生かした心
や体の両面へ対応する健康相談活動や，健康の現代的課題への積極的な取り組みなどの新
たな役割が求められた．平成 20（2008）年には中央教育審議会答申 9）において，学級担任，
スクールカウンセラー，医療機関など学校内外の関係者との連携を推進するコーディネー
ターの役割を担う必要性，保健教育に果たす役割の増加が挙げられ，養護教諭は学校保健
活動の推進に当たって中核的な役割を果たすと定義された． 
一方オーストラリアでは看護師免許に基づくスクールナース（以下 SN）制度があるが，
州や地域で差があり，全ての学校に配置されているわけではない 10）11）．そこで本研究では，
オーストラリア，サウスオーストラリア州（以下 SA 州）の学校を対象とし，SA 州の学校
保健の現状について，ならびに SN が配置されていない公立学校と配置されている私立学校
の現状について調査分析し，養護専門職が配置される意義について検討した． 
 
2）対象と方法 
（1）調査対象 
SA 州の学校教育制度 12）13）は総合的に 3 つの正規部門に分割され，それらは学校部門，
職業教育訓練（Vocational Education and Training : VET）部門，高等教育部門と呼ばれ
ている．学校部門はレセプション（準備級）が 1 年，プライマリ（初等教育）が 7 年，セ
カンダリ（中等教育）が 5 年からなる 13 年間の正規学校教育からなる．6 歳から 16 歳ま
での就学が義務となっている． 
今回，研究に同意の得られた SA 州アデレードの学校部門の学校 20 校（公立学校 13 校，
私立学校 7 校）を調査対象とした． 
SN 配置制度のない公立学校 13 校を「公立群」，配置制度のない私立学校 2 校を除く SN
配置制度のある私立学校 5 校を「私立群」とした． 
 
（2）調査期間 
2003 年 8 月～2004 年 7 月 
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（3）調査方法 
調査対象校を訪問し，公立学校では救急処置や保健室管理を行う保健従事者に，私立学校
では SN に，スクールカウンセラ （ー以下 SC）に関する内容は公立学校，私立学校とも SC
に質問紙法と直接面談法による調査を同時に行った． 
質問紙法で得られた回答を「公立群」，「私立群」に分類し，2 群の特徴を分析した．対象
数が「公立群」13 校，「私立群」5 校と少数であったため，有意差を用いた比較をするには
限界があった．そこで今回，「公立群」と「私立群」それぞれの特徴をとらえた上で，その
違いを検討することとした．また，直接面談法については，回答者が質問紙へ回答する際
に，関連した内容を自由に語ってもらった． 
 
（4）調査内容 
調査内容は大別して，①学校の概況，②健康教育の現状，③SC，④保健従事者，SN，⑤
保健室の利用状況，の 5 つであり，それぞれにおける質問項目は下記の通りである．また，
質問紙は文献 14）－16）を参考にして作成した． 
①学校の概況については，「学校種」，「児童生徒数」，「教員数」の 3 項目である． 
②健康教育の現状については，「健康教育を行う人」，「健康教育が行われる頻度」，「教育
内容」の 3 項目である． 
③SC については，「SC 配置状況」，「相談内容」の 2 項目である．SC については 20 校中
6 校に調査をした． 
④保健従事者，SN については，「SN の配置状況」，「児童生徒の健康問題に対しての意識」，
「従事時間の長い職務内容」，「児童生徒と接する上で求められる職務内容」，「よく連
携する人」，「取得したい技術」の 6 項目である． 
⑤保健室の利用状況については，「1 日の来室児童生徒数」，「主な来室理由」の 2 項目で
ある． 
 
（5）倫理的配慮 
対象校の学校長に研究代表者が研究の主旨を説明し許可を得た．その上で回答者には，
研究の主旨を口頭および文書を用いて説明し，参加は自由であること，調査の結果は個人
が特定されることはなくプライバシーを守ることを説明し，同意を得られた場合，回答を
求めた． 
 
3）結果 
（1）学校の概況 
 学校の校種（表Ⅱ‐2‐1）について，「ジュニアプライマリ」は公立群 1 校，私立群なし，
「プライマリ」は公立群 4 校，私立群 1 校，「セカンダリ」は公立群 6 校，私立群 2 校，「ジ
ュニアプライマリ－プライマリ」は公立群 2 校，私立群なし，「プライマリ－セカンダリ」
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は公立群なし，私立群 2 校，「プレ－セカンダリ」は公立群なし，私立群 2 校であった． 
児童生徒数は，公立群では 103 人から 1,650 人と規模の差が大きいのに対し，私立群で
は児童生徒数が 1,000 人内外と幅が狭い．教員 1 人当たりの児童生徒数は，公立群では平
均 13.0±3.4 人，私立群では平均 9.4±3.2 人であった． 
 
表Ⅱ‐2‐1．対象校の属性 
（校数） 
  
公立
群 
私立
群 
校種         
ジュニアプライマリ 1   0   
プライマリ 4 
 
1   
セカンダリ 6 
 
2   
ジュニアプライマリ－プライマリ 2 
 
0   
プライマリ－セカンダリ 0 
 
2   
プレ－セカンダリ 0   2   
総数 13   7   
スクールカウンセラー配置         
あり 8   7   
なし 5   0   
総数 13   7   
スクールナース配置数         
1人 0   1   
2人 0 
 
4   
なし 13   2   
総数 13   7   
 
 
（2）健康教育の現状 
健康教育を行う人について，両群ともにすべての対象で「教師」と挙げられ，その他に
公立群では「外部保健機関」が 15.4%，私立群では「SC」，「SN」が 20.0%であった．健康
教育が行われる頻度については，公立群では「5 回/週」，「3 回/週」，「2 回/週」，「1 回/週」，
「1 回/年」，「カリキュラムに合わせる」がそれぞれ 15.4%と幅広く定まっていなかった．
私立群では「カリキュラムに合わせる」が 40.0%，「5 回/週」，「1 回/週」が 20.0%であった．
教育内容については，公立群では「食事」76.9%，「薬物乱用」，「感染」，「生活習慣」，「性
の問題」が 60%以上で，私立群では「薬物乱用」，「喫煙」，「生活習慣」，「食事」，「紫外線」
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が 80%，「性の問題」，「心の健康」，「感染」，「災害」が 60%であった． 
 SA 州の外部保健機関は発達しており，州民は機関から健康についての相談や教育を受け
ることができる．保健機関の例として SHineSA（Sexual Health information networking 
and education）の Share（Sexual health relationships and education）プロジェクトが
ある．Share プロジェクトとは SA 政府の教育機関（Department of Education and 
Children’s Services）と SHineSA の共同プロジェクトで，公立学校が行う，人間関係教育，
性教育を安全に有効なものとするよう援助するものである．以前は SHineSA のスタッフが
学校に直接訪れ性教育を行っていたが，性教育は児童生徒をよく知る学校の教員が行うこ
とでより成果が出るとし，このプロジェクトが始まった．教師への保健の知識，教授法，
カリキュラムが 3 年計画で提供される．15 校が選抜され，プロジェクトに参加していた．
その他に，食育を専門とする「eat well sa」，精神保健を専門とする「Beyondblue」が挙げ
られた． 
 
（3）SC 
SA 州では公立セカンダリには必ず SC が配置される制度がある．公立学校の SC は常勤
で教師でもあり学生の相談活動や生徒指導をしている．資格は大学で教育学を学んだ後，
大学院でカウンセラーの資格を取る．私立群の SC は，公立群と同様の SC 兼教師という教
育学出身の SC と，心理学出身の SC と 2 種類の SC がある． 
SC 配置状況（表 2-1）について，公立群ではジュニアプライマリ，プライマリには 2 校
を除き配置されていなかったが，セカンダリには必ず配置されており，私立群では全ての
対象校に配置されていた．相談内容は進路，友人，家族，学校についてなど個人的な内容
の他，虐待，妊娠，薬物乱用，非行などが挙げられた． 
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（4）保健従事者，SN 
SN 配置について，公立群では SN の配置はなく，救急処置は救急処置免許を保有する教
員や事務職が，保健室管理は主に事務職が行っていた．私立群では SN 配置「1 人」が 1 校，
「2 人」が 4 校，「なし」が 2 校であった（表Ⅱ‐2‐1）． 
児童生徒の健康問題に対しての意識について，学校で起こる健康問題（図Ⅱ‐2‐1）で
は，公立群では「喘息/アレルギー」100%，「けが」，「感染症（かぜ）」が 60%以上，私立群
では「けが」，「情緒障害」，「喘息/アレルギー」が 100%，「感染症（かぜ）」，「不安/心身の
障害」，「う歯」，「近視」，「聴覚障害」，「性の問題」，「喫煙」，「その他（月経痛，いじめ/ハ
ラスメント）」が 60%以上であった。学校でよく起こる健康問題は，公立群では「けが」84.6%，
「喘息/アレルギー」61.5%で，私立群では「けが」，「感染症（かぜ）」が 100%，「喘息/ア
レルギー」60.0%であった。重要と考える健康問題は，公立群では「喘息/アレルギー」84.6%，
私立群では「情緒障害」80.0%であった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅱ‐2‐1．学校で起こる健康問題 
  
0
20
40
60
80
100
け
が
感
染
症
（
か
ぜ
）
情
緒
障
害
不
安
、
心
身
の
障
害
う
歯
近
視
聴
覚
障
害
喘
息
、
ア
レ
ル
ギ
ー
性
の
問
題
飲
酒
問
題
薬
物
問
題
喫
煙
生
活
習
慣
そ
の
他
公立群（n=13）
私立群（n=5）
(%) 
31 
 
従事時間の長い職務内容（図Ⅱ‐2‐2）については，公立群では「事務」69.2%，「けが
の処置」61.5%，「病気の処置」30.8%，私立群では「けがの処置」100%，「病気の処置」，
「ヘルスカウンセリング」が 80.0%，「健康教育」，「事務」が 60.0%であった．児童生徒と
接する上で求められる職務内容については，公立群では「けがの処置」，「病気の処置」が
50%以上，「事務」46.2%，私立群では「けがの処置」，「病気の処置」が 60%以上，「事務」
40.0%，「ヘルスカウンセリング」，「保健教育」が 20.0%であった． 
よく連携する人については，公立群では「保護者」，「教師」が 76.9%，私立群では「教
師」100%，「児童生徒」80.0%，「保護者」60.0%であった． 
習得したい技術については，公立群で習得したい技術が「ある」と答えたのは 23.1%，
私立群は 80.0%であり，内容は公立群では教育，救急処置，私立群では教育，救急処置，
心肺蘇生法，喘息，薬物，学校内の連携が挙げられた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅱ‐2‐2．保健従事者，スクールナースの従事時間の長い職務内容 
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（5）保健室の利用状況 
1 日の来室児童生徒数については，公立群で平均 9.0±5.7 人，私立群で平均 36.9±19.9
人であった．主な来室理由（図Ⅱ‐2‐3）については，公立群は「けが」，「病気」が 84.6%，
私立群は「けが」100％，「病気」80.0%，「こころの悩み」，「その他（月経痛，寮生の social 
basis 問題，いじめ/ハラスメント）」が 40％以上挙げられた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅱ‐2‐3．主な保健室来室理由 
 
4）考察 
（1）対象校と学校保健の現状 
－SA 州と我が国の比較－ 
教員 1 人当たりの児童生徒数は，公立群は平均 13.0 人，私立群は平均 9.4 人であり，公
立群に比べ私立群の方が教員数に対し児童生徒数が少ないことが分かる．我が国の公立学
校の教員 1 人当たりの児童生徒数（2004 年度）17）は，小学校 17.4 人，中学校 14.7 人，高
等学校 14.5 人であり，本研究の対象校に比べて多い結果であった． 
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609 校あり 18），私立学校の割合は 24.7%であった。我が国の幼稚園から高等学校の私立学
校の割合 19）（2004 年度）は 19.2%であり，我が国に比べ SA 州では私立学校の存在意義が
大きいことが伺える． 
保健管理について，SA 州の学校では定期健康診断は行われておらず，就学前に行われる
のみであった．また，主な保健管理は保護者が行っていた．一方我が国では，毎学年定期
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第 13 条，14 条）により定められており，SA 州とは大きく異なる． 
健康教育について，健康教育を行う人は，回答者のすべてが「教師」と挙げ，教師の補
助として公立群では「外部の保健機関」を挙げたのが 15.4%，私立群では「SC」，「SN」を
挙げたのがそれぞれ 20.0%あった．我が国では，養護教諭の学級担任との協力授業（ティ
ームティーチング）での保健指導 20）（2001 年）は 33.1%が取り組んでいた．養護専門職が
健康教育に関わる割合は我が国が高く，より関与していることが分かった． 
SA 州の外部保健機関については，能動的姿勢でなければサービスを受けることが難しい
という問題点もあるが，学校に介入している点，相談や教育を医師や看護師などの専門家
から受けることができる点は優れており，専門機関の強みが伺えた． 
教育を行う頻度や内容は，SA 州の学習指導要領（SACSA）で定められているが，教育
時間数，教育内容はそれぞれの学校で異なり，学校間で差がみられた．我が国では学習指
導要領によって，教育時間数，教育内容は定められており，より均一な教育が行われてい
ると考えられる． 
SC について，SC への児童生徒の相談内容は，個人的な内容，青年期の問題行動などが
挙げられ，身近なものから深刻なものまで幅広かった．また，SC は保護者へのカウンセリ
ングも行っていた．公立セカンダリでは養護専門職者がいない代わりに，SC が生徒の心の
問題について対応していた． 
我が国では，1995 年に文部科学省により，公立学校に SC が導入され始め 21），2001 年
度の SC が配置されている学校の割合 22）は，小学校 5.3%，中学校 33.2%，高等学校 7.7％
であった．10 年後の 2011 年度の割合 23）は，小学校 31.4%，中学校 87.9%，高等学校 61.8%
と大きく増加しているが，全セカンダリに SCが配置されている SA州には及ばない．また，
我が国の SC は外部からの派遣で非常勤である．SA 州の全セカンダリに SC が配置され，
常勤であることは，すべての生徒がサービスを受けられること，また教師が SC を兼務する
ことで教育の視点からも生徒の発達を支援する形で対応していくことが出来ることから優
れた制度と考えられる． 
 
（2）養護専門職が配置される意義について 
 －公立群と私立群の分析－ 
SA 州の公立学校では SN など養護専門職を配置しない代わりに教員，事務を合わせた学
校職員に救急処置の免許を保有させ，職員全員が児童生徒の救急処置を行えるようになっ
ている．救急処置免許は 2，3 年ごとに更新が必要である 24）．実際，調査した公立群では
SN のような専門職は配置されておらず，その代わりに受付係などの事務職員が主な救急処
置や保健室管理を兼務していた．一方私立群では SN が配置されている．私立学校の規模は
プレからセカンダリまでの一貫校が主である。男子校には寮があり，SN が対応するのはセ
カンダリの生徒と寮生が中心でプレ，プライマリでは緊急的，または重大な問題以外は公
立と同じように受付係が救急処置をするというものが多かった． 
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保健従事者，SN の児童生徒の健康問題に対しての意識は，公立群は直接対応の必要があ
るものにのみ集中する傾向があるが，私立群では直接対応の必要がある健康問題の他に，
心の問題，青少年の問題行動などが挙げられた。専門職は子どもの健康問題について考え
るとき，直接的ケアだけでなく，発達支援を意識しているといえる．職務内容については，
私立群の SN が「ヘルスカウンセリング」，「健康教育」を担当しているところが公立群と異
なる．よく連携する人について，私立群の SN は児童生徒と連携がとれているが，SN がヘ
ルスカウンセリング，健康教育を行うことが 1 つの理由として考えられる．習得したい技
術の有無については，「ある」が私立群では 80.0%であったのに対し，公立群では 23.1%と
低かった． 
全体的な保健従事に対する関心は，私立群が公立群よりも高く，このことは専門職が配
置されていることの影響によると思われる．我が国では学校教育法第 37 条，69 条により，
養護教諭の配置が定められており，ほぼすべての学校に養護教諭という専門職が配置され
ている．生徒がそれぞれの学校でほぼ同等の保健サービスを受けることができる養護教諭
制度は，恵まれた制度であると考えられる． 
保健室について，1 日の平均来室児童生徒数は，公立群 9.0 人，私立群 36.9 人であった．
私立群では全校児童生徒数が 1,000 人内外と多いことや，寮があるので対応時間が長いこ
とが理由として考えられる．我が国の小学，中学，高等学校の 1 日の平均来室生徒数 22）（2001
年度）は 30.5 人であり，寮などがないことを考慮すると比較的多いといえる． 
来室理由については、公立群では主に「けが」，「病気」が挙げられ，私立群では「けが」，
「病気」の他に「心の悩み」，「その他（月経痛、寮生の social basis 問題，いじめ/ハラス
メント）」が 40%以上挙がった．公立群では器質的問題に限られ，私立群では器質的問題と
機能的問題の両方が扱われていることが分かる． 
保健室の広さは，公立群では 1 教室の 3 分の 1 から半分程度で，簡素なベッドが保健室
の 3 分の 1 を占めるほどといったものが多かった．さらにベッドの上から枕や毛布をなく
し，児童生徒がベッドを使えないようにしてしまい，保健室が機能していない学校もあっ
た．また，ベッドをオフィスの隅に置くだけで保健室そのものがない学校もあった．それ
に対し私立群では，広さも 1 教室以上あるものがほとんどで，1 つの建物がそのまますべて
保健室になっている学校もあった．ベッド数も公立学校よりも多くあり，使用頻度もしば
しば満室になるほどだった．この差は専門職配置の有無，経済的背景の影響であると推測
される． 
 
（3）養護教諭制度について 
SA 州と我が国の学校保健の状況（表Ⅱ‐2‐2）を比較すると，児童生徒の保健管理につ
いて，SA 州では保護者が個人で行い，我が国では学校で集団管理が行われている．学校保
健に関する職種については，SA 州では SN 以外に教師，事務職員，外部保健機関，保護者
などが関与し，連携と同時に役割分担がされていたが，我が国では養護教諭が全般的に関
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わると共に，教師，保護者，地域等と連携している。養護教諭は教育職員としての位置づ
けがされている．SA 州で SC が教師であったように，SN としてではなく養護教諭が教師
として，また専門性を活かして教育的対応を行うことは意義が大きいと考える． 
 
表Ⅱ‐2‐2．サウスオーストラリア州と日本の学校保健における担当者の比較 
  
サウスオーストラリア州 
日本 
公立 私立 
保健室経営 
救急処置 
事務職員 
教師 
スクール
ナース 
養護教諭 
健康相談 
スクールカ
ウンセラー
（教師） 
スクールカ
ウンセラー 
養護教諭 
スクールカウ
ンセラー 
健康診断 保護者 養護教諭 
学校環境衛生 業者 養護教諭 
健康教育 
教師 
外部保健機関 
教師 
養護教諭 
 
5）まとめ 
SA州アデレード 20校の学校保健の現状と養護専門職の実態について調査を行った結果，
対象校と我が国の間で学校の制度，社会文化的な観点から違いを見ることが出来た．公・
私立群間では，保健従事者と SN の意識や職務内容に違いがあり，ヘルスカウンセリング，
健康教育の充実において差があり，SN など養護専門職が果たす役割は大きいと考えられる．
さらに我が国の養護教諭は教育職員として計画的組織的に学校保健の推進役を果たしてお
り，このことは重要な役割であると考えられる． 
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3．ニューサウスウェールズ州における私立学校のスクールナース 
 
1）はじめに 
わが国の養護教諭の制度 1）2）は，明治 38（1905）年に岐阜県の学校でトラコーマ対策と
して学校看護婦が置かれたことから始まる．昭和 4（1929）年に，学校看護婦は学校職員
であると宣言され，昭和 16（1941）年に，学校看護婦は養護訓導となり，昭和 22（1947）
年に養護訓導は「養護教諭」と改称された．現在は平成 20（2008）年中央教育審議会答申
において，養護教諭は学校保健活動の推進に当たって中核を担う役割が求められている．
養護教諭免許は，教育職員免許法で基準が決められており，教育職員として位置付けられ
ている． 
一方諸外国では，アメリカ合衆国 3－5），イギリス 6）7）などで看護師免許に基づく専門職
として位置付けられているスクールナース（以下 SN）や，中華人民共和国 8）－11），大韓民
国 9）10）などで養護教諭と類似した職員が学校に置かれている．しかし州や地域ごとに差が
あり全ての学校に配置されているわけではない． 
オーストラリア連邦（以下豪州）の SN の起源は私立学校の寮で生活する寮生の世話を看
護師が担当したことにあり，SN 配置は徐々に寮のない私立学校にも広がったとされている．
豪州の私立学校には SN が配置されている学校があるが，公立学校における SN 制度は州に
より異なる．ニューサウスウェールズ州（以下 NSW 州）12）13）とサウスオーストラリア州
14）の公立学校には，SN 配置の制度はない．両州では，学校教職員への救急処置免許の保
有を義務づけており，救急処置は教職員が行っている．健康相談についてはスクールカウ
ンセラーを兼務する教諭が行っている．さらに，学校は子どもの健康問題について必要に
応じて外部保健機関と連携している．ビクトリア州 15）16）には SN 制度，西オーストラリア
州 17）には School Health Nurse（以下 SHN）と呼ばれるナース制度がある．両州の SN，
SHN は，プライマリスクールでは学校を訪問し子どもの健康診断などを行い，セカンダリ
スクールでは，生徒や学校に対して健康についての相談や教育などを行い，ビクトリア州
の SN に限り生徒に対し救急処置も行っている．また，両州の SN，SHN 制度における一
部のサービスは私立学校でも受けることができる．クイーンズランド州には，救急処置は
行わず，健康教育を専門的に扱う School Based Youth Health Nurse（以下 SBYHN）制度
があり公立のセカンダリスクール全校に配置されている 18）．このように，豪州の SN 制度
は，公立学校と私立学校，また州により様々である． 
豪州の SN，SHN，SBYHN は看護師免許に基づく専門職である．また所属について，私
立学校ではそれぞれの学校が SN を採用し管轄するが，公立学校では，地域の保健行政機関
が学校に SN，SHN，SBYHN を派遣している． 
NSW 州は，豪州東南部に位置する州で，同国最初の英国入植地である．NSW 州は最も
人口が多く，工業が進んでいる州であり，州都のシドニーは豪州最大都市である 19）．2006
年の NSW 州における学校数は公立学校 2,187 校，私立学校 912 校であり，豪州の州の中
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で学校数が一番多い 20）．さらに NSW 州には SN の自主的な組織である School Nurses 
Association of NSW （以下 SNA of NSW）がある．そこで今回，SNA of NSW のメンバー
である NSW 州私立学校の SN の職務を明らかにし，さらに SN とわが国 A 県私立学校の
養護教諭の職務の特徴をとらえ，それを比較検討したので報告する． 
 
2）対象と方法 
（1）対象の選定 
①SN の選定 
SNA of NSW は 1981 年に SN の専門的組織として設立され，学校社会全体への基本的な
ヘルスケアに対して基準を設けることを目的としている．SNA of NSW は地域行政の組織
ではなく，SN 自らが立ち上げた組織であることが特徴であり，活動としては職務ガイドラ
インの作成や，専門的な研修などを行っている．一人職である SN が仲間とともに職務につ
いて助け合い，お互いの専門知識や技術を高め合うことのできる組織である 21）．SNA of 
NSW の会員数は，約 250 名（2006 年）である．今回，SNA of NSW が年に一度開催する
School Nurse Conference に参加した SN から調査協力を得た． 
 
②養護教諭の選定 
 わが国の養護教諭は免許法により規定された教育専門職である．しかし，公立学校では
養護教諭は地域の教育委員会に所属しており，私立学校ではそれぞれの学校に所属すると
いう特徴がある．私立学校の養護教諭は，学校から独自に採用されている NSW 州の SN の
形態と同様といえ，本研究における SN の比較対象として適している．A 県の私立学校は，
中高一貫校も含まれていること，また，A 県私立学校の養護教諭は公立学校養護教諭と共同
し，自主的に，独自の職務マニュアルを作成し，定期的に研修も行っている．自主的な組
織を運営していることも同様である．そこで，A 県私立学校の養護教諭を NSW 州私立学校
SN の比較対象とした． 
 
（2）アンケート調査 
①調査対象，調査方法および調査時期 
SNA of NSW 主催の豪州シドニーにおける 2006 School Nurse Conference に参加した
NSW 州私立学校の SN88 名のうち，同意の得られた SN44 名を対象とし，質問紙法による
無記名式で，主に選択肢法とした．調査時期は 2006 年 1 月の School Nurse Conference 会
期中に調査票を配布し，留置法で回収した．さらにわが国 A 県私立学校全 23 校の養護教諭
23 名のうち，同意の得られた養護教諭 22 名を対象とし，質問紙郵送法による調査を行った．
調査時期は 2006 年 10 月～11 月で，調査内容は SN と同様とした． 
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②調査内容 
対象の属性：「学校種」，「全校児童生徒数」，「SN または養護教諭配置数」，「スクールカ
ウンセラー配置数」，「学校医の有無」とした． 
 
職務内容：「自らの職務として考える職務内容」13 項目，「長い時間を要すると考える職
務内容」13 項目，「子どもと接する上で求められる職務内容」13 項目について調査した．
調査項目については，文部科学省の「養護教諭の職務内容等について」22）と，「新養護概説」
2）を参考に，養護教諭が日常的に行っている職務内容をとりあげ，項目として作成した．ま
た，NSW 州と A 県の比較を行うために表Ⅱ‐3‐1 に併記した．以下，略語は表Ⅱ‐3‐1
に基づき表記する．さらに「よく連携する人」8 項目についても調査した． 
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表Ⅱ‐3‐1．職務内容の調査項目と略語 
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勤務状況：SN と養護教諭には，「1 日の勤務時間」，SN には，「勤務校での 24 時間配置
の有無」と「勤務日数」を調査した． 
 
満足度と保有資格・習得したい技術：「SN と養護教諭の満足度」，「保有資格」，「習得し
たい技術・知識」について調査した．「保有資格」，「習得したい技術」については自由記述
とし，KJ 法により類似の職務ごとに分類した． 
 
③統計処理 
SN と養護教諭における頻度の比較には独立性の検定を行い，χ2 検定を用いた．データ
の解析には表計算ソフト Excel，統計ソフト SPSS12.0J を用い，危険率 5%未満を有意とし
た． 
 
（3）SNA of NSW と A 県学校保健会養護部会の職務ガイドラインの比較 
NSW 州私立学校 SN と A 県養護教諭が自主的に作成した職務ガイドラインを比較した．
調査年のガイドラインである SNA of NSW 作成の「Guidelines for school nursing 3rd 
edition 」2004 年版 21）と，同様に A 県学校保健会養護部会作成の「学校保健必携～養護
教諭マニュアル～」1994 年版 23）を対象とし，「目次の記載内容」，「目次の各項目ページ数
の全ページ数に対する割合」を抽出し，比較した． 
 
（4）SN の面談調査 
SN2 名を対象とし，直接面談法により調査を行った．対象者は 2006 年当時の SNA of 
NSW の会長と事務局長であり，2 人は SNC 運営委員を兼任していた．そのうち会長は
「Guidelines for school nursing 3rd edition 」2004 年版の編集委員であった．調査時期は
2006 年 1 月の SNC 会期中とした．インタビュー内容は「SN について」，「スクールカウン
セラーについて」，「学校環境衛生について」であり，自由に語ってもらった．インタビュ
ー時間は 30 分程度とした． 
 
（5）倫理的配慮 
 NSW 州の SN へは SNC 主催者に，また A 県の養護教諭へは学校長に研究代表者が研究
の主旨を説明し許可を得た．その上で，SN および養護教諭には，研究の主旨を口頭および
文書を用いて説明し，参加は自由であること，調査の結果は個人が特定されることはなく
プライバシーを守ることを説明し，同意を得られた場合，回答を求めた． 
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3）結果 
（1）アンケート調査 
①対象校の属性（表Ⅱ‐3‐2） 
SN88 名のうち回収できた 44 名（回収率 50.0％），養護教諭 23 名のうち調査できた 22
名（回収率 95.7%）を対象とした． 
NSW 州の SN と A 県養護教諭の勤務している学校の校種について，NSW 州は「プライ
マリ」と回答したのは 2 名（4.5%），「セカンダリ」21 名（47.7%），「プレからセカンダリ
一貫校」10 名（22.7%），「プライマリからセカンダリ一貫校」10 名（22.7%）であり，A
県は，「高校」16 名（72.7%），「中高一貫校」6 名（27.3%）であった． 
「全校児童生徒数」は，NSW 州平均 986±454 名（最小 200 名，最大 2,000 名），A 県
平均 859±411 名（最小 250 名，最大 1,530 名）であった．NSW 州 1 学校あたりの SN 配
置数は平均 2.9±2.1 名（最小 1 名，最大 8 名）であり，SN の勤務体制は，フルタイム，
パートタイム，特定曜日勤務を含み，複数制や交代制で勤務する SN もいた．A 県の養護教
諭配置数は平均 1.2±0.4 名（最小 1 名，最大 2 名）であった． 
「スクールカウンセラーの配置」では，「配置あり」と回答したのはNSW州37名（84.1%），
A 県 10 名（45.5%）であり，NSW 州の割合が高かった．「学校医の配置」は，「配置あり」
と回答したのは NSW 州 31 名（70.5%），A 県は 22 名であり，全校に配置されていた． 
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表Ⅱ‐3‐2．対象校の属性 
n(%) 
ニューサウスウェールズ（NSW）州 A県 
校種 校種         
プライマリ 2 （ 4.5  ） 高校 16 （ 72.7  ） 
セカンダリ 21 （ 47.7  ） 中高一貫 6 （ 27.3  ） 
プレ～セカンダリ 10 （ 22.7  ）   
   
  
プライマリ～セカンダリ 10 （ 22.7  ）   
   
  
その他 1 （ 2.3  ）   
   
  
総数 44 （ 100.0  ） 総数 22 ( 100.0  ） 
スクールナース配置数   養護教諭配置数   
1人 15 （ 34.1  ） 1人 18 （ 81.8  ） 
2人 8 （ 18.2  ） 2人 4 （ 18.2  ） 
3～4人 10 （ 22.7  ）   
   
  
5～6人 7 （ 15.9  ）   
   
  
7～8人 3 （ 6.8  ）   
   
  
無回答 1 （ 2.3  ）   
   
  
総数 44 （ 100.0  ） 総数 22 （ 100.0  ） 
他職種の配置         他職種の配置         
スクールカウンセラー 37 （ 84.1  ） スクールカウンセラー 10 （ 45.5  ） 
学校医 31 （ 70.5  ） 学校医 22 （ 100.0  ） 
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②職務内容 
「自らの職務として考える」と回答した項目（複数回答）（図Ⅱ‐3‐1）について，SN
の認識として割合が高かった項目は，「救急処置」43名（97.7％），「保健室経営」41名（93.2％）
であった．養護教諭は「学校保健情報」，「アセスメント/健診」，「事後処置」，「救急処置」，
「感染症予防」，「HC/健康相談」，「保健教育」，「保健室経営」，「事務処理」がそれぞれ 22
名（100.0%）であり，「学校環境衛生」は 20 名（90.9%）と自らの職務として高い認識で
あった．SN と養護教諭の割合を比較した結果，「学校保健情報」（p<0.01），「アセスメント
/健診」（p<0.01），「事後処置」（p<0.01），「HC/健康相談」（p<0.01），「学校環境衛生」（p<0.01），
「保健教育」（p<0.01），「事務処理」（p<0.01），「感染症予防」（p<0.05）は SN が有意に低
かった． 
「長い時間を要すると考える職務内容」（図Ⅱ‐3‐2）について，SN は，「救急処置」34
名（77.3％）と，職務の中で最も長い時間を要すると考えており，続いて「保健室経営」
21 名（47.7％）であった．養護教諭は，「事後処置」12 名（54.5％），「事務処理」11 名（50.0％），
「HC/健康相談」9 名（40.9％）であった．「救急処置」と「保健室経営」は SN が有意に
高かった（p<0.01）．一方で，「事後処置」（p<0.01），「HC/健康相談」（p<0.01），「事務処
理」（p<0.05）は SN に比して養護教諭が有意に高かった． 
「子どもと接する上で求められる職務内容」（図Ⅱ‐3‐3）について，SN は，「救急処置」
が 36 名（81.8％）であった．養護教諭は，「健康相談」21 名（95.5％），「救急処置」19 名
（86.4％）が高い結果であった．「事後処置」，「HC/健康相談」，「保健教育」，「障害生徒へ
の対応」は SN が有意に低かった（p<0.01）． 
「よく連携する人」の結果を図Ⅱ‐3‐4 に示す．「子ども」は SN の方が養護教諭より有
意に「よく連携する人」であり（p<0.05），「教師」は養護教諭の方が SN より有意に「よ
く連携する人」であった（p<0.01）． 
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図Ⅱ‐3‐1．自らの職務として考える職務内容 
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図Ⅱ‐3‐2．長い時間を要すると考える職務内容 
48 
 
 
図Ⅱ‐3‐3．子どもと接する上で求められる職務内容 
49 
 
 
 
 
図Ⅱ‐3‐4．よく連携する人 
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③勤務状況 
それぞれの SN と養護教諭「1 日の勤務時間」は，SN 平均 9.3±3.3 時間（最短 4.2 時間，
最長 24 時間），養護教諭 9.4±0.9 時間（最短 8 時間，最長 11 時間）であった．SN の最長
24 時間勤務は，寮生活も含めた支援を行う SN で，24 時間体制の交代型勤務によるもので
あった． 
SN について「勤務校での SN の 24 時間配置の有無」は，「24 時間配置あり （フルタ
イム，パートタイム，特定曜日の SN を含む）」と回答した SN は 8 名（18.1%）であった．
「SN の勤務日数」は，「5 日/週」と回答した SN は 24 名（54.5%）とほぼ半数が平日毎日
勤務していた． 
 
④満足度と保有資格・習得したい技術 
「SN と養護教諭の満足度」（図Ⅱ‐3‐5）について，SN は「満足」が 41 名（93.2%），
「どちらでもない」2 名（4.5%），「満足でない」0 名（0.0%）であった．養護教諭は「満
足」が 15 名（68.2%），「どちらでもない」，「満足でない」がそれぞれ 3 名（13.6%）であ
った． 
 
 
図Ⅱ‐3‐5．SN と養護教諭の満足度 
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「保有資格」について， SN は看護師の免許 44 名（100.0％），養護教諭は養護教諭の免
許 22 名（100.0%）を基礎資格として保有していた．保有資格の回答内容を「医療系の資格」，
「救急処置の資格」，「精神衛生・カウンセリングの資格」，「教員免許」，「その他の資格」
に分類した．SN があげた資格について，「医療系の資格」には保健師，助産師，保健医療
の学位，スポーツ外傷，超音波技師，予防接種の資格，学校スクリーニングの資格，子ど
もと家族の健康（Child + Family Health Certificate），眼科（Ophthalmic course），心肺
に関する資格（Cardio Thoracic 2nd Certificate），職業の健康（Occupational Health 
Nurses Certificate）があり，「救急処置の資格」には救急処置，心肺蘇生があり，「教員免
許」には教員免許，「精神衛生・カウンセリングの資格」には精神衛生の学位，カウンセリ
ングの資格があり，「その他の資格」にはスポーツ科学の学位があった．養護教諭があげた
資格の，「医療系の資格」には看護師，保健師，看護教諭，衛生管理者があり，「救急処置
の資格」には日赤救急法救急員と日赤救急法指導員があり，「精神衛生・カウンセリングの
資格」にはカウンセラー3 級，思春期カウンセラー，産業カウンセラーがあり，「教員免許」
には保健体育と保健の教員免許，「その他の資格」にはリクリエーションコーディネーター
があった． 
SN は「医療系の資格」が 23 名と多く，続いて「救急処置の資格」が 6 名，「精神衛生・
カウンセリングの資格」と「教員免許」が 2 名であった．養護教諭は「医療系の資格」が 9
名，「教員免許」が 7 名と多く，「精神衛生・カウンセリングの資格」が 4 名，「救急処置の
資格」が 2 名であった． 
「習得したい技術・知識」について，自由記述をまとめた結果，回答内容を「医療・栄
養学」，「救急処置」，「精神衛生・カウンセリング」，「教育」，「情報処理」，「その他」に分
類した．SN が挙げた技術について，「医療・栄養学」には青年期の健康についての知識，
予防接種，小児科看護，保健師，目の健康，糖尿病の管理，病気の理解，喘息についての
資格，アナフィラキシーについての資格があり，「救急処置」には救急処置，「精神衛生・
カウンセリング」には精神衛生の知識とカウンセリング技術，「教育」には教員免許，子ど
もたちと学校への教育の提供，教育の技術があり，「情報処理」にはコンピュータ技術，「そ
の他」にはアウトドアリクリエーションの資格，時間管理があった．養護教諭が挙げた技
術について，「医療・栄養学」には栄養学，スポーツ医学の技術・知識があり，「救急処置」
には救急処置，スポーツ選手に対する救急処置があり，「精神衛生・カウンセリング」には
カウンセリング技術，心理学，カラーセラピー，音楽セラピーがあり，「教育」には特別支
援と保健指導，「情報処理」には情報処理，「その他」にはコミュニケーションスキルがあ
った． 
 SN は「医療・栄養学」が 16 名と多く，「教育」3 名，「情報処理」3 名であり，養護教諭
は「精神衛生・カウンセリング」が 10 名，「救急処置」が 8 名，「医療・栄養学」2 名，「教
育」2 名であった． 
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（2）SNA of NSW と A 県学校保健会養護部会の職務ガイドラインの比較 
目次の項目について，NSW 州は表Ⅱ‐3‐3 に，A 県は表Ⅱ‐3‐4 に併記した． 各項目
ページ数の全ページ数に対する割合について，NSW 州は「アセスメントとフローチャート」
51 ページ（37.8%），「学校保健センター（保健室）」26 ページ（19.3%），「健康増進活動」
9 ページ（6.7%）であった．A 県は「保健教育」97 ページ（21.5%）であり，「健康診断」
56 ページ（12.4%），「疾病予防と管理」54 ページ（11.9%），「学校安全」47 ページ（10.4%）
がそれぞれ 1 割程度であった．全ページ数について，NSW 州は 135 ページ，A 県は 452
ページであった． 
 
表Ⅱ‐3‐3．NSW 州スクールナースのガイドライン 目次とページ数 
ページ数 
(%) 
Section 
1 
INTRODU
CTION 
イントロダ
クション 
About the School Nurses Association 
of NSW 
School Nurses Association of 
NSW について 5 
（3.7） Role of the school nurse スクールナースの役割 
Job description for school nurse スクールナースの職務内容 
Section 
2 
EMERGE
NCY 
NUMBERS 
緊急時の
連絡先 
Emergency contacts 緊急時の連絡機関 
5 
（3.7） 
Metropolitan area health services 都市圏の保健機関 
Rural area health services 地方の保健機関 
Burns units NSW NSW地域の医療機関 
Child protection 児童保護 
Other important numbers その他の重要な機関 
Section 
3 
PROFESSI
ONAL 
OBLIGATI
ONS 
専門的な
職務       
（倫理を含
む） 
Code of professional conduct 専門的行為の規約 
5 
（3.7） 
Consent to healthcare 
保健行為について保護者の同
意を得ること 
Student health records 児童生徒の健康手帳 
Emergency planning 危機への対応策 
Relevant circulars available from 
NSW health 
NSW health からの関連情報 
Other useful publications その他の有用な出版物 
Section 
4 
THE 
SCHOOL 
HEALTH 
CENTRE 
学校保健
センター 
（保健室） 
Requirements for a school health 
centre 
学校保健センターに必要な設
備・備品 
26 
（19.3） 
Record keeping 記録 
School health centre management 学校保健センターの経営 
Reports/Charts: レポート/チャート： 
53 
 
Epilepsy-Seizure observation record, 
Epilepsy-student information 
record, Head injury card, 
Maintenance chart for school 
medical centre, Medical advice form, 
Medical history and consent 
form(Boarder), Medical history and 
consent form(Day student), 
Medication chart, Meditacion 
orders, Notification of change to 
medication, Student 
accident/incident report, Student 
health record 
てんかん-発作の記録，てんか
ん-児童生徒の情報記録，頭部
外傷カード，学校保健センター
の整備チャート，医療助言フォ
ーム，保健調査と同意書（寮
生），保健調査と同意書（自宅
生），薬物療法チャート，薬物療
法の指示書，薬物療法変更の
通知書，児童生徒の事故/出来
事の記録，児童生徒の健康手
帳 
Section 
5 
INFECTIO
N 
CONTROL 
感染予防 
Standard precations スタンダードプレコーション 
6 
（4.4） 
Work practices to prevent disease 
transmission 
SNのための伝染病予防のため
の職務実践 
What to do in the event of a 
needlestic injury 
針からの傷害への対処 
Non-clinical aspects of infection 
control 
感染予防の設備・備品 
Relevant circulars available from 
NSW health 
NSW health からの関連情報 
Section 
6 
MEDICATI
ONS 
薬物管理 
Duty of care ケアする義務 
8 
（5.9） 
Definitions 定義 
Administering medication 薬物療法の管理 
Self-administered medication 個人での薬物療法の管理 
Acquisition of medication and 
supply 
薬物の準備 
Prescribing and authorisation* 処方と許可 
Drug storage 薬の管理 
Drug recall 欠陥のある薬の回収 
Relevant circulars available from 
NSW health 
NSW health からの関連情報 
Other useful publications 
 
その他の有用な出版物 
 
Section REFERRA 専門家へ Hospital 病院 3 
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7 L TO 
HEALTH 
CARE 
PROVIDE
RS 
の委託 General practitioner 開業医 （2.2） 
Dentist 歯科医 
Psychiatrist 精神科医 
Psychologist 心理学者 
Podiatrist/Physiotherapist/Dietician 足病学者/理学療法士/栄養士 
School counsellor or pastoral carer 
スクールカウンセラーまたは相
談員 
Section 
8 
HEALTH 
PROMOTI
ON 
健康増進
活動 
Immunisation* 予防接種 
9 
（6.7）  
Health education 保健教育 
Sport injury prevention スポーツ外傷・傷害の予防 
Travel tips 
安全な旅行にするための情報
提供 
Section 
9 
ASSESSM
ENT AND 
MANAGE
MENT 
CHARTS 
アセスメン
トと    
フローチャ
ート 
Index of assessments もくじ 
51  
（37.8）  
Emergency assessment 緊急時のアセスメント 
Assessment aids アセスメントに役立つ情報 
Charts 図 
Section 
10 
CONTACT
S AND 
RESOURC
ES 
連絡と参
考文献・      
資料 
Index of contacts and resources   
17 
（12.6） 
    
計 
135 
（100.0） 
注 1）%は全体のページ数に対する割合を示している 
 
注 2）authorisation*，Immunisation* ： オーストラリア連邦では「z」を「s」と表記する 
出展：School Nurses Association of NSW：Guidelines for school nursing 3rd edition，Harvest Communication，2004 
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表Ⅱ‐3‐4．A 県養護教諭マニュアル 目次とページ数 
     
ページ数 
(%) 
第 1 章            
学校保健と    
養護教諭 
第 1 節  学校保健 
1 学校教育と学校保健 
18 
（4.0） 
29 
（6.4） 
2 学校保健関係職員の役割 
3 学校保健安全計画 
第 2 節 
養護教諭の
職務 
1 制度と沿革 
11 
（2.4） 
2 職務の構造 
3 執務計画 
第 2 章     
執務の実際 
第 1 節 保健室経営 
1 保健室の目的 
13 
（2.9） 
302 
（66.8） 
2 保健室の経営 
3 保健室の環境整備 
4 諸表簿の整理 
5 異動時の引き継ぎ 
第 2 節 健康診断 
1 健康診断の意義 
56 
（12.4） 
 
2 健康診断の種類 
3 児童生徒の定期健康診断 
4 臨時健康診断 
5 就学時健康診断 
6 職員の健康診断 
第 3 節 健康観察 
1 健康観察の意義と目的 
9 
（2.0） 
2 健康観察の実際 
3 健康観察の活用 
第 4 節 
健康相談活
動 
1 健康相談 28 
（6.2） 2 ヘルスカウンセリング 
第 5 節 救急処置 
1 学校における救急処置 
36 
（8.0） 
2 救急処置計画 
3 救急処置の実際 
4 参考図書・文献 
第 6 節 
疾病予防と
管理 
1 学校における疾病の管理 
54 
（11.9） 
2 疾病の理解 
3 予防と管理の実際 
第 7 節 学校安全 
1 学校安全計画の立案と実施 
47 
（10.4） 
2 安全教育 
3 安全管理 
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4 学校安全活動のチェックポイント 
第 8 節 環境衛生 
1 学校環境衛生 9 
（2.0） 2 学校と公害 
第 9 節 
学校保健組
織活動 
1 学校保健委員会 
20 
（4.4） 
2 児童生徒保健委員会 
3 校内職員保健委員会 
4 PTA保健部会 
第 10節 
盲・聾・養護
学校教育 
1 盲・聾・養護学校教育の機関 
14 
（3.1） 
2 対象児童生徒の判別基準と教育措置 
3 盲・聾・養護学校への就学手続き 
4 
心身に障害のある児童生徒の健康診断
の方法 
第 11節 
学校保健統
計 
1 学校における健康情報 
16 
（3.5） 
2 学校保健統計に関連する情報の種類 
（付） 情報処理の研修について 
第 3 章         
保健教育 
第 1 節 保健学習 
1 保健学習の目標 
4 
（0.9） 
97 
（21.5） 
2 保健学習の単元 
3 学習指導内容 
第 2 節 保健指導 
1 保健指導の目標 
20 
（4.4） 
2 保健指導の機会 
3 保健指導における養護教諭の役割 
4 保健指導年間計画の作成 
5 集団指導 
6 個別指導 
7 広報活動 
第 3 節 
学校行事に
おける安全
管理と保健
指導 
1 儀式的行事 
13 
（2.9） 
2 学芸的行事 
3 健康安全・体育的行事 
4 遠足（旅行）・集団宿泊的行事 
5 勤労生産・奉仕的行事 
第 4 節 性教育 
1 性教育の目標と内容 
60 
（13.3） 
2 性教育の指導計画 
3 養護教諭の役割 
4 各学校種別での指導例 
第 4 章        第 1 節 日本体育・ 1 設立と目的 13 16 
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関係執務 学校健康セ
ンター 
2 業務 （2.9） （3.5） 
3 契約 
4 掛金 
5 異動の報告 
6 給付の対象となる災害の範囲と給付金額 
7 給付金の支払請求 
8 医療費支給額の算定方法 
9 訪問看護療養費について 
10 給付金の制限について 
第 2 節 
地方公共団
体の援助及
び       
国の補助 
1 援助の対象となる者及び疾病 
3 
（0.7） 
2 学校における治療の指示 
3 医療に要する費用の範囲 
4 援助の方法 
5 学校における留意事項 
＜付録＞ 関係法令 
1 法体系 
8 
（1.8）  
2 
保健管理の根拠（法令及び国の通知通
達） 
3 保健教育の根拠 
    
計 
452 
（100.0） 
452 
（100.0） 
%は全体のページ数に対する割合を示している 
  
出典：岡山県学校保健会養護部会：学校保健必携～養護教諭マニュアル～，1994 
 
 
 
（3）SN の面談調査 
面談を行った 2 名の SN の勤務年数は 16 年と 20 年であった． 
「SN について」の内容は，「豪州における SN のはじまり」，「SN の条件と専門職として
のバックグラウンド」，「学校への配置の状況」であった。インタビューの内容をまとめる
と，元々豪州私立学校の SN の起源は私立学校の寮で生活する寮生の世話を看護師が担当し
たことにあり，SN 配置は徐々に寮のない私立学校にも広がった歴史がある．看護師免許
（Registered Nurse）の保有が SN としての条件である．多くの SN は看護師として病院勤
務を経験した後，学校に勤務している．NSW 州の SN は私立学校にのみ配置されており，
公立学校には配置されていないことがインタビューから得られた内容であった． 
「スクールカウンセラーについて」の内容は，「豪州におけるスクールカウンセラーの特
徴」，「学校への配置の状況」であった。インタビューの内容をまとめると，豪州のスクー
ルカウンセラーは大きく 2 つに分けることができる．大学で教育学を学んだ後に大学院で
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スクールカウンセラーの資格を取る教育系のものと，心理学出身の臨床心理士がスクール
カウンセラーになる心理系のものがある．公立学校には教育系のスクールカウンセラーが
配置されており，私立学校には教育系と心理系のスクールカウンセラーが配置されている
が，州・直轄区，地域，学校により配置状況は異なっていることが，インタビューから得
られた内容であった． 
「学校環境衛生について」の内容は，学校施設の清掃や衛生管理，安全点検等は業者が
請け負っていることが，インタビューから得られた． 
 
4）考察 
（1）豪州の SN 制度の特徴 
豪州の SN の起源は私立学校の寮で生活する寮生の世話を看護師が担当したことにあり，
SN 配置は徐々に寮のない私立学校にも広がったという特徴がある．本調査の NSW 州対象
校の中で，SN を 24 時間配置している学校は 18%であった．SN の 24 時間配置は寮生のた
めであり，SN の寮生への支援は現在も大きいと考えられる． 
調査対象の 1 校あたりの SN 配置数はパートタイムとフルタイム，特定曜日の SN を含め
1 名から 8 名であった．複数制や交代制で配置する学校もあるため，SN 配置数には幅があ
った．また，SN の 1 日の勤務時間は 4.2 時間から 24 時間であり，1 週間あたりの勤務日
数も様々であった．豪州の学校は州・直轄区によって異なっており，教育課程方針，校長
人事，予算編成に関して学校が大きな裁量を持つことからも 24）25），SN の配置形態や勤務
形態も多様であったと考えられる． 
 
（2）SN と養護教諭の職務についての比較 
SN の特徴として，自らの職務として考える職務内容（図Ⅱ‐3‐1）について，90%以上
の SN が，「救急処置」と「保健室経営」を挙げ，長い時間を要すると考える職務内容（図
Ⅱ‐3‐2）について，77%の SN が「救急処置」，48%が「保健室経営」を挙げ，子どもと
接する上で求められる職務内容（図Ⅱ‐3‐3）について，82%の SN が「救急処置」を挙
げており，SN は「救急処置」と「保健室経営」をそれぞれ高い割合で意識していた．2008
年の NSW Centre for the Advancement of Adolescent Health と SNA of NSW の共同調査
26）によると，１日に行う職務内容について，SN は時間を割く割合を「臨床的ケア」57%，
「ヘルスカウンセリング」13%，「ヘルスプロモーション」7%と意識しており，SN は健康
相談や健康教育にも時間をとっているが，救急処置に長い時間を費やすとしていた．この
結果は本調査と同じ傾向であり，SN は看護に関わる内容を意識していることが理解できた．
SN ガイドライン（表Ⅱ‐3‐3）においての全ページ数に対する割合は，「アセスメントと
フローチャート」38%，「学校保健センター（保健室）」19%と，アセスメントと保健室に関
するページ数が多くを占めた．また，保有資格と取得したい技術・知識についても SN は「医
療系の資格」，「医療・栄養学」の項目を多く挙げた．これらのことから，SN は子どもの健
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康課題への対応や保健室の管理といった直接的，医療的なものを主な職務としており，看
護職として自らの職務を捉えていることが理解できた． 
養護教諭の特徴として，自らの職務として考える職務内容（図Ⅱ‐3‐1）について，養
護教諭は，全員が「救急処置」，「保健室経営」の他に「健康相談」や「保健教育」など 7
項目を自らの職務として捉えていた．長い時間を要すると考える職務内容（図Ⅱ‐3‐2）
について，養護教諭は「事後処置」，「事務処理」をそれぞれ 50%以上挙げており，割合が
高かった．わが国では定期健康診断が法で義務づけられており，毎年全国すべての学校で
実施されている．子どもと接する上で求められる職務内容（図Ⅱ‐3‐3）では，養護教諭
は「救急処置」の他に「健康相談」が 96%と割合が高く，このことは取得したい技術・知
識で，「精神衛生・カウンセリング」が一番多く挙げられたことからも，養護教諭は「健康
相談」を強く意識していることが理解できた．平成 9（1997）年保健体育審議会答申で，
従来の職務に加えて心や体の両面に対応する健康相談活動や健康の現代的課題への積極的
な取り組みなど新たな役割が示されており，養護教諭は心身両面への対応や保健教育に対
する意識が高いと考えられる．養護教諭マニュアル（表Ⅱ‐3‐4）においても，その内容
として「保健教育」，「健康診断」，「疾病予防と管理」，「学校安全」が多くのページ数を占
めていた．養護教諭は学校保健全体を職務として捉えていることが分かった． 
 SN と養護教諭が共通して意識していたのは，「救急処置」と「保健室経営」であった．
一方で，SN と養護教諭が異なる点として，SN は養護教諭に比べ，「救急処置」，「保健室経
営」以外の項目は，意識が低かった．「ヘルスカウンセリング」について，NSW 州の SN
の行うヘルスカウンセリングの主な内容は，「頭痛」，「かぜ症状」，「ウィルス」，「けが」，「腹
痛」といった医療的なものであり，こころの面でのカウンセリングはほとんどされていな
い 26）．豪州のスクールカウンセラーは相談内容を「友人関係」，「進路などの個人的な内容」，
「薬物乱用」，「妊娠など青少年の問題行動」などとし，身近なものから深刻なものまで幅
広く対応している 14）．本調査の NSW 州と A 県対象校での，スクールカウンセラーの配置
率について，NSW 州は 84%の学校がスクールカウンセラーを配置しており，A 県の 46%
に比べ高かった．相談内容と配置状況から，非常勤で配置されているわが国のスクールカ
ウンセラーより，常勤で教師として配置されている豪州のスクールカウンセラーは学校で
の存在意義が大きいと考えられる 14）．SN にとって，スクールカウンセラーの配置は，「ヘ
ルスカウンセリング」を主要な職務として捉えていない理由の一つであると推察される．
「事後処置」について，豪州では定期健康診断は実施されておらず，主な健康の管理は保
護者が行っていること 14），「学校環境衛生」については，学校施設の清掃，衛生管理，安全
点検等は業者が請け負っていることが，SN が養護教諭に比べ職務としての意識が低い要因
として考えられる．さらに，豪州では，地域の保健機関の存在が大きい 14）．性の問題や薬
物問題，精神保健，食生活等，健康に関する機関がそれぞれ独立して存在し，子どもを含
め地域の住民は健康について相談や教育を受けることができる．このように NSW 州では学
校保健は分担され，学校内外で様々な職種や機関が学校保健に関っていた． 
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また，基礎免許が，SN は看護師，養護教諭は養護教諭と異なる．よく連携する人（図Ⅱ
‐3‐4）について，86%の SN が「子ども」を挙げ，養護教諭より高い割合で意識してい
た．一方で養護教諭はその 96%が「教師」を挙げ，SN より高い割合で意識していた．SN
は看護職として学校外の専門機関や人と連携し，さらに支援・介入が必要な子どもに対し，
仲の良い友人やクラスの子ども達から情報や協力を得るなどの連携も意識していた．一方
で養護教諭は学校教育職員として，周りの教職員との連携を強く意識し，子どもの健康増
進に関わっていたことが理解できた． 
満足度（図Ⅱ‐3‐5）について，SN は養護教諭に比べ満足度が高く，職務に対して満足
していた．その背景として，豪州において私立学校に勤務するということはステイタスが
高いこと 27），また SN は看護師として病院で一定の勤務経験後に生活に余裕を持たせよう
と学校に転職することが多いことがあげられる．大学を卒業後直ちに養護教諭を志望して
勤務することが多い養護教諭に比べ，SN は職務に対する期待度が初めから低いと考えられ
る．このことは養護教諭が SN に比べ，取得したい技術の件数が人数に対して多かったこと
からも理解できる．また，豪州では 1999 年に，21 世紀に向けた学校教育の新たな指針と
して「アデレード宣言」28）が採択・発表されたが，その中に「楽観的な思考（1.2）」につ
いて書かれた箇所がある．この背景には個々の子どもの自己効力感を大切にする教育観が
ある 25）．それが豪州の人々の国民性にもつながり，アンケート結果にも影響したと考える． 
以上から，子どもの健康と発達支援に対し，NSW 州 SN とわが国養護教諭は共通して専
門的に関わっていた．わが国の養護教諭は教育職員として，学校保健に関し幅広く役割を
担っていた．一方で，NSW 州では学校保健の職務は学校内外で分担されており，その中で
SN の職務は，子どもの健康課題の直接的ケアを中心に行う看護職として役割を担っている
ことが理解できた． 
 
5）まとめ 
 豪州 NSW 州私立学校の SN の役割を明らかにするため，豪州 NSW 州私立学校の SN 44
名とわが国 A 県私立学校の養護教諭 22 名を対象にした質問紙調査を用いて，SN と養護教
諭の職務について比較検討した．その結果，SN が高く意識していた職務内容は，「救急処
置」と「保健室経営」であった．豪州 NSW 州私立学校の学校保健は，SN だけでなく，ス
クールカウンセラー，保健機関，委託業者，保護者などが関わり，役割分担がされていた．
一方，養護教諭は「救急処置」と「保健室経営」の他に，「保健教育」，「健康相談」など他
の項目も意識していた．子どもの健康と発達支援に対し，NSW 州 SN とわが国養護教諭は
共通して専門的に関わっていた．わが国の養護教諭は教育職員として，学校保健に関し幅
広く役割を担っていたが，NSW 州では学校保健の職務は学校内外で分担されており，その
中で SN の職務は，子どもの健康課題の直接的ケアを中心に行う看護職として役割を担って
いることが理解できた．  
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第Ⅲ章 School Based Youth Health Nurse の新たな取り組み 
 
1．School Based Youth Health Nurse プログラム 
 
 オーストラリア（以下豪州）のスクールナース（以下 SN）制度は州により異なるが，ク
イーンズランド州（以下 QLD 州）の SN 制度 1）2）は，さらに地域により異なり，州の統一
された制度はなかった．1970 年代初めに，公立のプライマリスクール（日本でいう初等教
育学校）を巡回し，子どもの視力，聴力のスクリーニングを行う Child Health Nurses の
制度が始まった．一部の Child Health Nurse はセカンダリスクール（日本でいう中等教育
学校）で個別の健康相談や子どもの生み方などの健康に関する授業を実施することもあっ
たが，授業は散発的なもので熱心な教師からの要請を受けるという形で行われていた．こ
の制度は体系的な制度ではなく，ガイドラインや理念も示されていなかった．また，政府
からの支援はなく，Child Health Nurse は地域の保健機関が管轄しており，一人の Child 
Health Nurse が何校もの学校を担当していた． 
 QLD 州の公立学校を巡回する SN は，欧米の SN 同様，課題解決的な医療の役割が大き
かったが，その役割は社会的な健康の視点を持ったプライマリヘルスケアに変わった．1999
年に QLD 州の政府による選挙の公約によって，新しい SN のプログラムである School 
Based Youth Health Nurse（以下 SBYHN）プログラムが導入された 1）-4）．SBYHN はヘ
ルスプロモーティングスクール（以下 HPS）を手引きにした政府の機関である Education 
Queensland と Queensland Health が連携して立ち上げたプログラムである．このプログ
ラムが導入された背景には以下 3 つ挙げられる 5）． 
1）学校を拠点とした保健サービスを通して，生徒の健康を促進させるため 
2）学校を拠点とし，健康促進のために生徒や保護者が健康や幸福に関する専門家からサ
ービスを受けることができる機会を設けるため 
3）生徒と保護者が抱えている現代の健康的社会的問題に対して，学校全体で取り組むこ
とができるよう，学校社会をサポートするため 
 
これらの背景から，SBYHN プログラムはヘルスプロモーションと HPS の視点が意識さ
れていることが分かる．1986 年に世界保健機関（World Health Organization，以下 WHO）
がヘルスプロモーションの理念を提唱し，その後 HPS の概念が作られた 6）．1992 年にヨ
ーロッパで HPS ネットワークが設立され 1）7），その後，北米地域，南米・南アフリカ地域，
アジア地域にもHPSを採択する国や地域が出てきた 7）8）9）．HPSの概念は豪州にも広がり，
SBYHN プログラムが誕生した．豪州では他に，1999 年にビクトリア州でヘルスプロモー
ションを主な役割とした Secondary School Nurse プログラムが 10），2009 年に首都特別地
区で SBYHN プログラムを手本とした School Youth Health Nurse プログラムが導入され
ている 11）． 
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 SBYHN は QLD 州の遠隔地を含む公立セカンダリスクール全学校に配置されている．学
校に SBYHN の場所を用意することで，SBYHN が学校に所属するという意識が持ちやす
いようになっている．さらにこれにより，SBYHN の活動が学校を中心とした地域社会の健
康増進に繋がるよう意図されている 1）．SBYHN が必要とする資格は看護師免許のみである
が 1），地域によっては精神保健，性に関する健康，ヘルスプロモーション，薬物飲酒に関す
る事などの修士課程や実務経験を必要とする所もある．2007 年現在で，175 人の SBYHN
が採用され，一人の SBYHN が 1～3 校の学校を受け持っている 1）2）． 
 SBYHN の役割は，生徒，教師，保護者などへの個別の健康相談，学校保健に関するプロ
グラムの支援，ヘルスプロモーション，HPS，外部機関との連携が挙げられている 3）． 
Children’s Health Queensland Hospital and Health Serviceの SBYHNガイドラインでは
具体的に以下の内容が示されている． 
 
資料Ⅲ‐1‐1．School Based Youth Health Nurse の役割 5） 
1. Nurses maintain a preventative rather than treatment focus and work in partnership 
with schools to promote health and wellbeing for secondary school aged young people. 
 
2. Nurses will: 
  a. deliver accessible and appropriate Primary Health Care services in accordance 
with relevant Queensland Health legislation, policy, professional standards and 
guidelines for practice 
  b. maintain a prevention (not treatment) focus 
  c. provide health information and support on an individual, group or whole of school 
basis 
  d. advocate for young people on issues affecting their health and wellbeing 
  e. work collaboratively within the school community and with other services and 
agencies to address contemporary health and social issues impacting on the health 
and wellbeing of young people, and support schools to plan, implement and 
evaluate health promotion activities and programs 
  f. develop (or facilitate the development of) partnership between the school, parents, 
relevant government and non-government agencies, services, organisations and the 
broader community to meet identified health needs 
  g. support the Health Promoting Schools approach which is Based on a whole school 
approach to health promotion across: 
    ・the school curriculum, teaching and learning 
    ・partnerships and services 
    ・the school organisation, ethos and environment 
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  h. contribute to teacher ’ planning and development of health focused learning 
activities by: 
    ・acting as a resource to teachers through the provision of relevant and up to date 
information and advice about health education resources including relevant 
Queensland Health policy and programs 
    ・contributing to the development of relevant teaching and learning resources that 
lead to the achievement of educational outcomes 
    ・supporting professional development for teachers on health issues 
    ・informing the school of emerging health issues (both in the school and wider 
community) 
    ・assisting in the planning and development of relevant educational responses and 
health focused activities to emerging health issues 
    ・guest presenting with teachers within teachers’ programs 
 
3. Nurses provide individual health consultations for secondary students, parents and 
members of the school community where relevant or connected to the health and 
wellbeing of young people. Individual consultations may include the provision of 
advice and health information; early detection of actual or potential problems and the 
provision of brief interventions and/or referrals as appropriate. In relation to 
consultations Nurses will: 
  a. maintain a preventative focus 
  b. where possible and with the young person’s consent, establish a team approach 
with school support staff (eg guidance officers) to address the health needs of the 
young person 
  c. provide the young person with information and options regarding relevant services 
(internal and external to the school) that are able to provide them with  further 
assessment, treatment, or support 
 
4. Nurses will not be responsible for: 
  a. the supervision of classes, groups of students, or individuals, except during health 
consultations or group health interventions outside of classes time 
  b. the provision of clinical nursing care (for example wound care or administrations) 
or health screening ( for example vision and hearing screening) 
  c. the provision of first aid or the training of first aid including cardiopulmonary 
resuscitation (CPR), or the management of specialised health conditions such as 
anaphylaxis or asthma 
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  d. the delivery of specialized health procedures to students with a verified disability 
and/or specialized health needs 
e. intensive, long term counselling 
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2．School Based Youth Health Nurse の現状と課題 
 
1）はじめに 
 世界保健機関（World Health Organization，以下 WHO）は 1986 年に WHO が掲げた
ヘルスプロモーション 1）2）の理念に基づいて，WHO 内の専門委員会（WHO’s Expert 
Committee on Comprehensive School Health Education and Promotion）を組織した後，
1995 年にヘルスプロモーティングスクール（以下 HPS）を発表し，各国や地域での展開を
呼びかけた 3）．WHO は，HPS を「そこで過ごしたり，学んだり，あるいは働いたりする
環境をどのように健康的なものにしていくかについて，絶えずそのもてる力を強化しつづ
けるような学校」とまとめている 3）4）． HPS は学校を拠点とし，地域や家庭を含む学校全
体で組織的にヘルスプロモーションが実践される学校であり，その対象には児童・生徒に
加え教職員や地域・保護者も含まれる 5）6）．これを受け，現在各国・地域で HPS の理念が
採択され，教育活動が行われている 7）． 
オーストラリアの教育 8）9）は各州政府の責任で担われるべき事項であるため，教育制度
は州により異なる．全州を総合して見る教育制度は，日本の初等教育学校にあたるプライ
マリスクールは 1～6 もしくは 7 年生まで，それに続く日本の中等教育学校にあたるセカン
ダリスクールは 7 もしくは 8～12 年生までとされている．義務教育の開始年齢はほとんど
の州で 6 歳とされ，終了年齢は 10 年生の終わりまでと定められている． 
オーストラリアの学校保健制度も各州で異なる．例えばサウスオーストラリア州はスク
ールナースの配置はなく，教師，スクールカウンセラー（教師が兼務），事務職員，外部保
健機関，保護者などが学校保健に関与し，連携と同時に役割分担がされている 10）．スクー
ルナース制度も州によって異なり，配置のある州とない州がある 11）．一般的に公立学校の
スクールナースは学校を訪問し予防接種やスクリーニング検査を行い，私立学校のスクー
ルナースは常勤で救急処置や保健室経営を主な職務とし，直接的ケアを中心とする役割が
大きかった 11）12）． 
1999 年にオーストラリア，クイーンズランド州（以下 QLD 州）で QLD 州の政府機関で
ある Education Queensland と Queensland Health の連携のもと，HPS モデルを手引きと
した制度である， School Based Youth Health Nurse（以下 SBYHN）プログラムが導入
された 13）．Queensland Healthが管轄し，看護師免許を保有する看護師を SBYHNとして，
公立セカンダリスクール全学校に遠隔地を含め派遣している 14）．SBYHN は健康と幸福に
関する問題や事柄について取り組み，学校環境をより支援的で健康的に改善し，学校内外
に支援することで学校と地域社会の人々の連携を強めるために，生徒，教職員と保護者と
ともに取り組む看護師として制度化された 13）15）．SBYHN が提供する具体的職務内容とし
ては，ヘルスプロモーション，必要に応じ外部機関に生徒を紹介すること，個別の健康相
談が主要な内容とされている 13）14）16）．QLD 州には公立セカンダリスクールの数は 183 校
（2015 年 1 月現在）あり 17），120 名以上の SBYHN が勤務している 18）． 
69 
 
SBYHN は公立セカンダリスクール全学校に配置があり，職務内容も従来のスクールナー
スと異なって救急処置などは担当せず，ヘルスプロモーションを推進するという役割を持
つ新しい職種である．学校保健の中核を担う養護教諭の役割を考察する上で，SBYHN 制度
から学ぶことがあると考えた．そこで本研究では，HPS 推進において SBYHN が果たす役
割と課題を明らかにすることを目的に調査を行った． 
 
2）予備調査 
 SBYHN に関する研究者と行政担当者に 2013 年 11 月，SBYHN 制度と職務についての
予備調査を行った．調査内容は，SBYHN 制度，SBYHN 制度導入の目的，SBYHN の養成
と研修，SBYHN の役割，SBYHN の組織についてであり，回答内容から制度導入の目的を
達成するための SBYHN の職務内容が主に（1）ヘルスプロモーション，（2）健康教育，（3）
個別の健康相談であることが抽出された． 
 
3）本調査 
（1）方法 
①対象 
本研究の対象は，調査・研究に同意の得られた SBYHN4 名（現職 1 名，元職 3 名）を対
象とした．SBYHNの中には週に1日のみ勤務の非常勤SBYHNが含まれることや，SBYHN
の養成や研修が脆弱であることから，SBYHN は個々の専門性の差が大きい．そこで予備調
査で面談した SBYHN に関する研究者と行政担当者から専門性の高い SBYHN 紹介しても
らい，調査対象とした．対象者の属性（表Ⅲ‐2‐1）について，対象者の SBYHN 経験年
数は，平均 58.8±28.5 ヶ月（27～96 ヶ月），一度に受け持つ学校数は平均 2.8±1.0 校（2
～4 校），年齢は 30 歳代 1 名，40 歳代 1 名，50 歳代 2 名であった．3 名の元 SBYHN の現
在の職業は看護師 2 名，大学の教員 1 名であった． 
 
②調査期間・方法 
予備調査で抽出された SBYHN の職務内容である（1）ヘルスプロモーション，（2）健康
教育，（3）個別の健康相談を質問項目の骨子とし，インタビューガイドを作成した．イン
タビューガイドの内容は，3 つの項目それぞれの実践と項目に対する意識についてである．
調査期間は 2014 年 6 月 17 日～2014 年 6 月 21 日であり，各々半構造化面接を実施した．
面接は対象者の許可を得て IC レコーダーに録音した．面接回数はそれぞれ 1 回であり，所
要時間は 46 分～93 分，平均面接時間は 67.5±16.7 分であった．その後，その音声を逐語
録にし，インタビューデータとした． 
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表Ⅲ‐2‐1．対象者の属性 
  現在の職業 
SBYHN 
経験年数 
一度に受け
持つ学校数 
SBYHN 以前の職業 
（経験年数） 
年齢 
インタビュ
ー所要時間 
1 SBYHN 
52 ヶ月 
（4 年 4 ヶ月） 
3 
Child and Youth Mental 
Health Nurse（15 年） 
40 歳代 66 分 
2 
大学の講師 
（ Public 
Health） 
60 ヶ月 
（5 年） 
2 
看護師（2 年）， 
Community Nurse（1 年） 
50 歳代 93分 
3 
看護師 
（胸部） 
27 ヶ月 
（2 年 3 ヶ月） 
4 看護師（1 年） 30 歳代 65分 
4 
看護師 
（ Child 
Health 
Nurse） 
96 ヶ月 
（8 年） 
2 
助産師（8 年）， 
Sexual Health Nurse（1 年）， 
看護師（10 年） 
50 歳代 46分 
 
③分析方法 
 分析はインタビューデータの内容から類似した意味内容を集め，その意味内容を表す小
カテゴリーを命名した．そして小カテゴリーから類似した意味内容を集め，その意味内容
を表す中カテゴリーを命名し，さらに中カテゴリーから類似した意味内容を集め，その意
味内容を表す大カテゴリーを命名し，分類整理した．それぞれの大カテゴリーを意味内容
ごとにまとめ，その内容や性質を表す言葉で命名し結果の項目とした．なお，生成された
小カテゴリーは〈〉，中カテゴリーは【】，大カテゴリーは『』で示し，インタビューデー
タは「」で示した． 
信頼性の確保のために，研究者の知見と研究参加者の認識との比較，照合，データ解釈
および分類において，データを繰り返し読み込み，さらに質的研究および海外の学校保健
研究を行っている研究者（4 名）の参加を得て，研究のプロセスの全段階において確認しな
がら分析を行うと同時にデータを読み込んだ．検討を繰り返す中で，研究者間で研究結果
の解釈についてコンセンサスを得た．その後，得られた結果をインタビュー参加者 1 名に
面談し，インタビュー内容との整合性を問い，分析の信頼性を確認した．  
 
④倫理的配慮 
 調査実施前には，文書を用いて本研究の目的，期待される利益，考えられる危険性，録
音の目的，録音した媒体の保管方法，個人が特定される内容は公表しないこと，研究以外
の目的で使用しないこと，調査中にも拒否の権利があることを説明した上で，同意書によ
って研究参加の同意を得た． 
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⑤用語の定義 
 本研究では調査結果をわが国と比較することを念頭におき分析を行ったため，本文で使
用する用語は日本の概念を基に最も近いものを使用した．本文中の「健康教育」，「保健教
育」，「保健指導」は日本養護教諭教育学会「養護教諭の専門領域に関する用語の解説集＜
第二版＞」19）の定義に基づいている． 
 
（2）結果 
①SBYHN の実践 
 SBYHN は HPS 推進において，『健康教育の実践』，『健康相談の実施と対応』，『ヘルス
プロモーションのための啓発活動』を実際に行っていた． 
 
A．『健康教育の実践』 
SBYHN が行う『健康教育の実践』は【学校全体の取り組みへの参画】，【クラスでの授業
への参画】，【個別の保健指導の実施】の 3 つの中カテゴリーから構成される．【学校全体の
取り組みへの参画】は表Ⅲ‐2‐2，【クラスでの授業への参画】は表Ⅲ‐2‐3，【個別の保
健指導の実施】は表Ⅲ‐2‐4 に示した．【学校全体の取り組みへの参画】の実践として，毎
年 8 年生を対象にした健康教育（Health Diagram for Year 8），生徒と保護者を対象にした
健康教育（Health Day），オープンスクールの日にヘルスプロモーションのブースを出し情
報発信（Open School Day），図書館にポスターを貼り啓発運動（Health Promotion Day），
歯に関する健康教育（Vans come to school），男性の性についてフォーラムの開催（Forum 
for year 10 and 11, 12 boys about Sex in the 21st Century），性，薬物，飲酒の問題につい
て保護者への教育の実施（Parents Education Night）が挙げられた．挙げられた 8 つの実
践の中で対象が生徒であるものが 6 件，保護者が 4 件，職員が 1 件あり，生徒に加え保護
者，職員も対象になっていた．外部機関と連携していた実践は 4 件あった．また実施の時
期を Health Week や Open School Day， International Men’s Health Week の期間に合わ
せることで啓発の効果を高めるよう工夫されていた．定期開催は 5 件，不定期開催は 3 件
であった． 
学校にはヘルスプロモーションを推進する委員会として Health Promoting School’s 
Committee（以下 HPS 委員会）が設けられ，メンバーは体育教員，生徒指導を行う Behavior 
Management Teacher，家庭科教員，SBYHN で，月に一度会議が開催されていた．【学校
全体の取り組みへの参画】の SBYHN の関わり方として，HPS 委員会の一員として実施が
4 件，SBYHN 自身が担当者として実施が 4 件であった． 
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表Ⅲ‐2‐2．『健康教育の実践』の【学校全体の取り組みへの参画】 
 
73 
 
【クラスでの授業への参画】は，SBYHN は〈カリキュラム作成は教員と計画する〉，〈授
業を計画する〉，〈授業を実施する〉を行っていた．関わり方として，授業を SBYHN 自身
が単独または T.T で実施するとした回答に加え，持続可能な健康教育を提供するために敢
えて自分は授業を実施せず，教員が授業を実施できるよう，教員を支援するとした回答が
あった． 
 
表Ⅲ‐2‐3．『健康教育の実践』の【クラスでの授業への参画】 
 
 
【個別の保健指導の実施】は生徒と保護者を対象とし，直接介入による〈健康課題に対
する情報提供を行う〉と〈健康課題に対する対処方法を伝える〉から構成されている． 
 
表Ⅲ‐2‐4．『健康教育の実践』の【個別の保健指導の実施】 
中カテゴリー 小カテゴリー インタビューデータ 
個別の保健指導
の実施 
健康課題に対する情
報提供を行う 
ストレスマネジメントに関する情報提供 
性に関する情報提供 
薬物に関する情報提供 
健康課題に対する対
処方法を伝える 
ストレス，情緒問題に関する対処方法 
妊娠に関する対処方法 
薬物に関する対処方法 
対処方法に関するウェブサイトの紹介 
 
 
 
 
中カテゴリー 小カテゴリー インタビューデータ 
クラスでの授
業への参画 
カリキュラム作成は
教員と計画する 
カリキュラムを教員と SBYHNが共同で計画する 
授業を計画する 
教員から提案され，計画 
Year coordinator（学年の時間割を調整する教員）から
提案され，計画 
SBYHNが提案，計画 
事務職員からカリキュラムに沿って提案され，計画 
授業を実施する 
保健体育，家庭科，理科，英語，ビジネスの教科で実
施 
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B．『健康相談の実施と対応』 
『健康相談の実施と対応』は，【健康相談を実施する】と【健康課題に対応する】の 2 つ
の中カテゴリーから構成される．【健康相談を実施する】では，〈個別に相談を受ける〉，〈グ
ループから相談を受ける〉，【健康課題に対応する】では，SBYHN が教員や保護者と連携す
るためには生徒からの同意が必要であるため，教員や保護者へ問題を打ち明けるよう〈生
徒に納得させる〉，その他に〈外部機関に紹介する〉，〈継続した相談により課題に対応する〉
があった． 
SBYHN が行う個別の健康相談の対象は生徒が中心であった．健康相談実施例として，調
査対象の SBYHN が勤務する学校 A において，SBYHN が週 1 度勤務する環境で 2014 年 2
月～5 月の間の実施回数は 32 件であった．その内生徒の意志からの来室が 13 件，教員か
らの紹介での来室が 18 件，その他が 1 件であった．相談内容は精神衛生，虐待，交友関係，
勉強に対する不安などの心理社会的な内容が 20 件，喫煙・薬物乱用などの Risk Taking が
7 件，健康に関する内容が 2 件，医療に関する内容が 2 件，性に関する内容が 1 件であった． 
生徒が授業中に健康相談を受ける際には，事前に SBYHN に予約をする必要があり，授
業時間以外の昼食時や行間の休憩時間などは予約なしで健康相談を受けることができる，
といった学校でのルールがあった．また，SBYHN から健康相談を受けることを学校に知ら
れたくない生徒は予約が不要の昼食時に健康相談を受けていた．  
 
C．『ヘルスプロモーションのための啓発活動』 
『ヘルスプロモーションのための啓発活動』は，【健康についての学校の方針作成への関
与】，【学校環境改善への取り組み】，【個人を尊重する姿勢】，【健康意識向上のための実践】
から構成される．【健康についての学校の方針作成への関与】では〈健康課題を明確にし教
育内容を伝える〉として，SBYHN は年度始めに保健教育のカリキュラム作成において教員
と連携して作成していた．インタビューデータの例は以下の通りである．「保健教育につい
て通常，教員は SBYHNに何を教えたいか，何が大切だと思うかを質問する．そこで SBYHN
は年度始めに学年主任に教えたいことや大切だと思うことの項目を伝える．」 
【学校環境改善への取り組み】では〈学校を健康的な場所にする働きかけ〉として，
SBYHN は学校の売店からジャンクフードをなくすなど物理的環境を整えることが，生徒が
よりよく学ぶようになる，と学校職員に働きかけ，実践していた．インタビューデータの
例は以下の通りである．「例えばコーラやミートパイなどのジャンクフードを売店からなく
すことなどから，学校を健康的な場所にするよう働きかけていた．そうすることで子ども
たちの授業中の問題行動が少なくなる．」 
【個人を尊重する姿勢】では，SBYHN は〈生徒の秘密を守る〉，生徒の自主性を尊重す
ることを重要視することである〈生徒の意思を優先する〉を実践していた．インタビュー
データの例は以下の通りである．「秘密を守ることは SBYHN にとってとても重要なことで
ある．そして SBYHN たちは秘密厳守することについて保護されている．そうしないと子
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どもたちは SBYHN の所に来ない」，「SBYHN は子どもたちに“これはあなたの自由意思
により受けることができるサービスです．もしここにいたくないのなら，ここに来なくて
もいいのです．ここにいることを望みますか？”と聞く．子どもがもしそれを望まないの
なら，SBYHN はただ，“分かりました．ごきげんよう．”と返事をする．SBYHN は子ども
たちがサービスを受けたいと思わなければ支援をしない．」 
【健康意識向上のための実践】は，〈「Breakfast Program」による生活習慣改善への働き
かけ〉と〈「Surveys」による健康意識向上への働きかけ〉から構成される．〈「Breakfast 
Program」による生活習慣改善への働きかけ〉は生徒を対象に朝食を届けることを目的と
し，SBYHN が毎朝地域をまわり，子どもに果物，野菜を配布していた．教員が「朝集中力
のない子どもがいる．おなかがすいているのではないか．」と SBYHN に相談したことから
始まり，SBYHN が助成してもらえる外部機関に申込みをし，資金を得，開始した．また，
このプログラムを手本に他の学校も保護者を中心に「Breakfast Program」を始めるように
なった．〈「Surveys」による健康意識向上への働きかけ〉は生徒，保護者を対象に健康に関
する事柄について意識を高めることを目的とし，毎年テーマを決め，そのテーマに沿った
調査を HPS 委員会で実施していた．例えば 8 年生（日本でいう中学 2 年生）と保護者に向
けて喫煙のアンケート調査を行い，生徒と保護者の回答の違いから喫煙予防の意識を高め
ていく．教員が調査すると生徒は正直に回答しないので，12 年生（日本でいう高校 3 年生）
が 8 年生に向けて喫煙のアンケート調査を行っていた． 
 
②HPS に対する SBYHN の意識 
HPS に対する SBYHN の意識は，【HPS に対する肯定的な捉え】，【HPS の可能性を見出
す】の 2 つの中カテゴリーから構成される．【HPS に対する肯定的な捉え】の意見として
〈HPSの展開に力を入れる〉，〈HPSは重要だと考える〉，〈HPSは良い概念だと思う〉，【HPS
の可能性を見出す】では〈学校，社会を巻き込むことが大切と思う〉が挙げられた． 
 
③SBYHN の連携 
 SBYHN は『学校内の連携』と『外部機関，保護者との連携』を行い，学校内外において
HPS に関わる人たちと連携していた． 
 
A．『学校内の連携』 
『学校内の連携』は，【会議を通して教員と連携する】と【フリータイムを利用して教員
と関係を深める】から構成される．【会議を通して教員と連携する】には，年に 2 度行われ
る来室状況を伝える会議について〈来室状況を伝える会議を開催する〉こと，問題や課題
のある生徒のケース会議である〈Interagency 会議に参加する〉，HPS 委員会が開催する
HPS 会議に参加し，〈HPS 会議でチームとして活動する〉が挙げられた．【フリータイムを
利用して教員と関係を深める】には〈ランチ時に教員と話し合う〉，〈教員が担当授業のな
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い時に話し合う〉，教員が集まりお茶を自由に飲み，自由に会話する〈モーニングティーで
教員と会話する〉が挙げられた． 
学校内で SBYHN が連携する人は，教員，特別支援の職員，管理職，教育相談やカウン
セリングを行う Guidance officer，子どもの情緒や社会的問題に対応する Chaplain，
SBYHN と学校を繋ぐ役目を持つ Line support，10 年生から 12 年生（日本でいう高校 1
年生から 3 年生）を対象に，教育の場から離れてしまった，または離れてしまいそうな生
徒への支援を行う Youth support coordinator，School based police officer，事務，生徒が
挙げられた．  
 
B．『外部機関，保護者との連携』 
SBYHN が連携した外部機関と保護者を表Ⅲ‐2‐5 に示した．SBYHN が連携したと回
答した外部機関は合計 37 機関あり，SBYHN は多くの外部機関と日常的に連携していた．
SBYHN が外部機関・保護者と連携する内容は【予防教育】，【問題の受理】，【健康課題への
対応】の 3 つから構成される．【予防教育】は外部機関に学校で健康教育を実施してもらう
よう働きかけ，生徒，保護者に健康教育を行うことである．【問題の受理】は外部機関・保
護者が生徒の健康課題について SBYHN に連携を求めたり相談を持ちかけたりすることで
ある．【健康課題への対応】は SBYHN が生徒の健康課題について外部機関・保護者に連携
や対応を求めることである． 
外部機関との連携について【予防教育】が 11 機関，【問題の受理】が 6 機関，【健康課題
への対応】が 29 機関であり，【健康課題への対応】が一番多かった．【予防教育】では女性
の性を専門とする〈Women’s Health Queensland Wide〉，薬物乱用・飲酒・喫煙問題を専
門とする〈Drug Arm〉，食に関する問題を専門とする〈ISIS〉などが挙げられ，ある特定
の健康課題に特化した専門機関が主であり，その他に卒業後の知識として学校で授業を行
う〈不動産〉，〈銀行〉，〈警察〉があった．【問題の受理】では青少年へのサポート施設であ
る〈CTC〉，〈Kid’s space〉，〈ユースワーカー〉など社会福祉全般の問題を取り扱う機関が
主であった．【健康課題への対応】は健康に関する専門機関と社会福祉全般に対応する機関
の両方の機関があった．【問題の受理】は【健康課題への対応】の機関とほぼ重複しており，
【問題の受理】，【健康課題への対応】は同じ機関での連携であった．一方で【予防教育】
の 11 機関中【健康課題への対応】でも連携していたのは 4 機関のみであり，【予防教育】
の機関は【健康課題への対応】の機関とは独立していたものが多かった． 
保護者とは【予防教育】，【問題の受理】，【健康課題への対応】すべてにおいて連携して
いた． 
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表Ⅲ‐2‐5．SBYHN が連携した外部機関と保護者 
  機関名 
予防 
教育 
問題
の 
受理 
健康
課題
への
対応 
内容 
1 Youth centre, Youth organisation* 
  ○   生徒の健康問題全般 
○     精神保健，ストレス，情緒障害 
    ○ 転校のサポート 
2 CTC （青少年へのサポート施設）   ○ ○ 生徒の健康問題全般 
3 YMCA（青少年へのサポート施設）   ○ ○ 生徒の健康問題全般 
4 
Kid's space （青少年へのサポート
施設） 
    ○ 薬物乱用・飲酒・喫煙 
5 
The Police Citizens Youth Centre*  
(PCYC) 
  ○ ○ 生徒の健康問題全般 
6 Community services     ○ 虐待 
7 Community nurse 
  ○   糖尿病 
    ○ 連携できる機関を教えてもらう 
8 ユースワーカー 
  ○   薬物乱用・飲酒・喫煙 
  ○   Social problems 
  ○   不登校 
9 ソーシャルワーカー 
    ○ 精神保健，ストレス，情緒障害 
    ○ 妊娠プログラム 
10 Family Planning Queensland 
    ○ 生徒の健康問題全般 
○     性の問題 
11 Youth and family health service     ○ 精神保健，ストレス，情緒障害 
12 Life line     ○ 生徒の健康問題全般 
13 Kids helpline     ○ 生徒の健康問題全般 
14 Psychologist     ○ 精神保健，ストレス，情緒障害 
15 Multicultural mental health     ○ 精神保健，ストレス，情緒障害 
16 
Child and Youth Mental Health 
Services (CYMHS) 
    ○ 精神保健，ストレス，情緒障害 
17 Mental health service     ○ 精神保健，ストレス，情緒障害 
18 Women's Health Queensland Wide ○     性の問題 
19 Sexual health service     ○ 性の問題 
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20 
Zig Zag, Young women's resourse 
centre 
    ○ 性の問題 
21 Indigenous women's health nurse 
    ○ 性の問題 
    ○ アボリジニ問題 
22 助産師     ○ 性の問題 
23 
Quitline（禁煙に関する電話相談機
関） 
○     薬物乱用・飲酒・喫煙 
24 
Drug Arm（飲酒，薬物乱用に関する
施設） 
○   ○ 薬物乱用・飲酒・喫煙 
25 
Alcohol Tobacco and Other Drug 
Service (ATODS) 
    ○ 薬物乱用・飲酒・喫煙 
26 ISIS（食に関する施設） ○     食に関する問題 
27 栄養士     ○ 食に関する問題 
28 
Oral health promotion officer 
（dental hygienist） 
○     歯科 
29 
Australian dental association of 
Queensland（teeth talk） 
○     歯科 
30 医師     ○ 成長 
31 
Samaritan organisations*（青少年の
問題に関する電話相談機関） 
    ○ 
Schoolies（卒業時の旅行）に関
する問題 
32 不動産 
    ○ 一人暮らしのサポート 
○     卒業後の知識として学校で授業 
33 Government support agency     ○ 一人暮らしのサポート 
34 銀行 ○     卒業後の知識として学校で授業 
35 警察 ○     卒業後の知識として学校で授業 
36 
Queensland Aboriginal and Islander 
Health Council (QAIHC) 
    ○ アボリジニ問題 
37 
Northern Indigenous Environmental 
Services (NIES) 
    ○ アボリジニ問題 
38 保護者 ○ ○ ○ 生徒の健康問題全般 
*オーストラリアでは，center を centre，organizationを organisation と表記する 
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④SBYHN 制度の課題 
SBYHN は『学校内の位置づけ』，『SBYHN の勤務形態の課題』，『SBYHN の教育に対す
る理解不足』，『教員・保護者の SBYHN への理解不足』から SBYHN 制度の課題を感じて
いた． 
SBYHN 制度の課題を表Ⅲ‐2－6 に示した．『学校内の位置づけ』は，〈SBYHN は保健
行政からの派遣である〉ことから【SBYHN は外部職員である】ことが挙げられた．『SBYHN
の勤務形態の課題』は，〈SBYHN は１人で複数の学校を受け持つ〉こと，〈生徒は学校によ
り長くいる教職員に相談する〉ことから【複数校を受け持つことによる相談時間の限界】
を感じていた．『SBYHN の教育に対する理解不足』は，〈SBYHN は教育の資格を有してな
く HPS 推進の理解はできない〉ことから【SBYHN は教育の専門職でないと考えている】
ことが挙げられた．『教員・保護者の SBYHN への理解不足』は，【職種の違いによる考え
方の相違】，【理解不足により協力が得られない】，【SBYHN の認知度は低い】，【教員・保護
者の HPS 参加の優先度は低い】から構成される．【職種の違いによる考え方の相違】は，
〈SBYHN と教員の生徒対応の相違〉，〈SBYHN と教員の守秘義務の態度の相違〉が挙げら
れ，【理解不足により協力が得られない】は，〈教員は SBYHN の命令で健康教育をやらさ
れていると感じる〉，〈SBYHN の役割は健康相談に限定させたい〉が挙げられた．【SBYHN
の認知度は低い】は〈保護者は SBYHN のことを知らない〉が，【教員・保護者の HPS 参
加の優先度は低い】は〈教員・保護者は HPS の参加を後回しにする〉，〈教員・保護者は多
忙で連携が難しい〉が挙げられた． 
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表Ⅲ‐2‐6．SBYHN 制度の課題 
大カテ
ゴリー 
中カテゴリー 小カテゴリー インタビューデータ 
学校内
の位置
づけ 
SBYHNは外
部職員であ
る 
SBYHNは保健行
政からの派遣であ
る 
SBYHNは Queensland Health からの派遣であるた
め，学校から独立した立場を保っている． 
SBYHNが外部職員であることが問題である． 
SBYHN
の勤務
形態の
課題 
複数校を受
け持つこと
による相談
時間の限界 
SBYHNは１人で複
数の学校を受け持
つ 
1 人で 3 校を掛け持ちし，それぞれの学校に勤務す
るのは週に一日ずつしかない．SBYHNからできる支
援はとても限られている． 
生徒は学校により
長くいる教職員に
相談する 
Guidance officer，Chaplain，教員など学校に長くいる
人の方に生徒は相談をする． 
SBYHN
の教育
に対す
る理解
不足 
SBYHNは教
育の専門職
でないと考
えている 
SBYHNは教育の
資格を有してなく
HPS推進の理解は
できない 
SBYHNができることは看護のことだけだ．なぜならそ
れしか知らないから．SBYHN には資格も必要な経験
もいらない． 
SBYHNはヘルスプロモーションをしていない．それ
は SBYHNは資格を持たず，子どもたちのこともよく
分かっていないからだ． 
教員・保
護者の
SBYHN
への理
解不足 
職種の違い
による考え
方の相違 
SBYHNと教員の生
徒対応の相違 
同意と許可のルールが学校と SBYHNでは違う．
SBYHNは自由意思を尊重するサービスを提供する
が，学校は生徒に強制させる． 
学校は生徒に罰を与えることで対応しがちだが，
SBYHNは生徒と話し，一緒に考えて対応する． 
SBYHNは看護的に物事を考え，医療の言語で考え
る．教育の言語では考えない． 
SBYHNと教員の守
秘義務の態度の相
違 
学校，教員は SBYHNのように生徒の秘密を守らな
い． 
SBYHNには学校に子どもの情報を学校に与えなけ
ればらなない義務はない． 
生徒の秘密を守るため，SBYHNは会議中発言しな
い． 
来室記録（誰が来室しているか）を学校に提示したこ
とは一度もなく，提示しなければならなかったこともな
い． 
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理解不足に
より協力が
得られない 
教員は SBYHNの
命令で健康教育を
やらされていると感
じる 
学校は SBYHNが健康について学校より優れてい
て，SBYHNの命令で健康教育をさせられると感じ，
このことが SBYHNが学校から離れてほしいと依頼さ
れる一つの理由だ． 
SBYHNの役割は
健康相談に限定さ
せたい 
いくらかの学校は SBYHNに健康相談だけをさせた
いと思っている．HPSの推進はさせたくない． 
SBYHNの認
知度は低い 
保護者は SBYHN
のことを知らない 
ほとんどの保護者がSBYHNが学校にいることを知ら
ない． 
教員・保護
者の HPS参
加の優先度
は低い 
教員・保護者は
HPSの参加を後回
しにする 
みんな忙しく，保護者は働いている．HPSへの参加
は最後にまわる． 
教員・保護者は多
忙で連携が難しい 
現実にはコミュニケーション，連携をとることが必要
だが，それがとても難しい．みんなが忙しくそれぞれ
しなければならないことがあるから． 
*Guidance officer：生徒・保護者に対し，教育相談やカウンセリングを行う教員 
**Chaplain：子どもの情緒や社会的問題に対応する職員 
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表Ⅲ‐2‐7．ヘルスプロモーティングスクール基本要素（WHO, 1995） 
1．健康についての学校の方針（Healthy school policies） 
健康と幸福を促進するヘルスプロモーションが，文書化または実践の中で明確に定義されている．例
えば学校で健康的な食事の実践を可能にする方針やいじめを予防する方針など多くの方針を確立す
ることが，健康と幸福を促進する． 
2．学校の物理的環境（School’s physical environment） 
物理的環境とは，建築の設計と位置，自然光と適切な日陰，運動を行う為の空間の確保と学習およ
び健康的な食事のための設備等の学校内と学校周辺の建物と土地と設備のことである．安全で健康な
環境，衛生的な水の提供，持続可能なエネルギー使用の実践，安全で栄養のある食事の提供，子ども
に学校設備や自然環境の保持を働きかけることなどが挙げられる． 
3．学校の社会的環境（School’s social environment） 
学校の社会的環境とは，教職員と児童生徒，教職員間，児童生徒間の関係の質である．それは保護
者と地域住民との関係によっても影響を受ける．学校は児童生徒と職員の精神的，感情的，経済的，社
会的な力を促進させ，配慮や信頼，友好的な環境を作り，特に不利な状況にある児童生徒に対して適
切な支援をし，個人それぞれに価値があり，個性が尊重される環境の提供などを行う． 
4．地域の連携（Community links） 
学校と保護者の連携に加え学校と主要な地域のグループ及び個人間の連携を意味する．学校は保
護者や地域の参加を促し，地域社会との連携を率先する． 
5．個人の健康に関するスキルと実践力（Action competencies for healthy living） 
正式及び非公式の授業と関連した活動で，児童生徒が年齢相応の知識と理解とスキルと経験を持
ち，地域で自分と他者の健康と幸福の改善へ働きかける力を育み，学習意欲・学力向上に繋げる． 
6．ヘルスサービス（School health care and promotion services） 
子ども達に直接介入することを通して，児童思春期ヘルスケアとヘルスプロモーションに責任を持つ
地域の学校を基盤とした学校に関連した事業である． 
参考）World Health Organization Western Pacific Region: Health promoting schools: A 
framework for action. World Health Organization Western Pacific Region Publication, 
Manila, Philippines, 2009 
International Union for Health Promotion and Education (IUHPE)：ヘルスプロモーションス
クールをめざして：学校におけるヘルスプロモーションのガイドライン（ヘルスプロモーション
スクールの規約とガイドライン第 2 版）．Available at: 
http://www.iuhpe.org/images/PUBLICATIONS/THEMATIC/HPS/HPSGuidelines_JAP.pdf 
Accessed December 7, 2015 
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4）考察 
1995 年 WHO は学校が HPS を実践するためのガイドラインを作成し，その際に HPS 基
本要素（表Ⅲ‐2‐7）を示した 20）．基本要素の項目は「1．健康についての学校の方針」，
「2．学校の物理的環境」，「3．学校の社会的環境」，「4．地域の連携」，「5．個人の健康に
関するスキルと実践力」，「6．ヘルスサービス」である．この HPS 基本要素をもとに HPS
推進における SBYHN の実践を考察する． 
「1．健康についての学校の方針」では【健康について学校の方針作成への関与】が行わ
れたこと，「2．学校の物理的環境」では【学校環境改善への取り組み】として売店からジ
ャンクフードをなくすこと，「3．学校の社会的環境」では【個人を尊重する姿勢】として，
生徒の秘密を守ること，生徒の自主性を尊重することのみが挙げられた．これらは一部の
組織や子どもへの働きかけであり，十分に実践されていなかった．上記 3 項目は SBYHN
にとって教員や学校関係職員といった学校内の職員との連携が重要な項目である．本調査
結果で HPS 推進における SBYHN 制度の課題として，【SBYHN は外部職員である】，【職
種の違いによる考え方の相違】が挙げられた．同様の結果として Barnes ら 13）は SBYHN
の課題として，物理的問題として教育の現場に医療の立場でいること，精神的問題として
秘密厳守など仕事の仕方の違い，環境の問題として保健と教育の両方に身を置くことで難
しさを感じる，を挙げ，また Sendall ら 21）は，SBYHN が子どもの秘密を厳守することで
学校からの理解を得る事に困難を感じていたと報告している．医療機関から派遣されてい
る SBYHN は，学校教職員である教員との意思疎通や連携に困難を感じており，SBYHN
にとって上記 3 項目を実践することは難しいことが理解できる． 
「4．地域の連携」では，SBYHN が連携したと回答した外部機関は 37 機関と多く，日
常的に外部と連携しており，SBYHN は外部機関との連携を得意としていた．Barnes ら 15）
は SBYHN が連携する主な機関を，精神保健について Child and Youth Mental Health 
Services（CYMHS），臨床心理士（Psychologist），医師を，薬物・飲酒問題について Alcohol 
Tobacco and Other Drugs Service（ATODS）を，家庭内の問題について Department of 
Family Services，警察，Indigenous health workers を，性の問題について Sexual health 
clinics，Family Planning Services，医師を，社会的な問題についてユースワーカー，ソー
シャルワーカー，Indigenous health workers を，栄養に関することについて栄養師を挙げ
ており，本調査で得られた結果とほぼ同様であった． 
【予防教育】，【問題の受理】，【健康課題への対応】の中で【健康課題への対応】が 29 機
関と一番多かった．また SBYHN は【問題の受理】と【健康課題への対応】を同じ機関で
連携し，【予防教育】は【問題の受理】と【健康課題への対応】の機関とは異なる機関で連
携していた．これらから SBYHN は外部機関とは主に子どもの健康課題を見つけ，対応す
ることを中心に連携していたこと，【予防教育】についても外部機関と関わっていたが，【問
題の受理】，【健康課題への対応】ほどではないことが分かった．SBYHN プログラムは HPS
モデルを手引きとしており 13），本来対応よりも予防・教育に重点を置くことを理想とする
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制度である．しかし，各国同様オーストラリアの青少年の健康問題には，性の問題，情緒・
精神の問題，肥満，糖尿病，運動不足，食の問題，飲酒・薬物乱用による暴力などが挙げ
られ 22），すでに起きている問題の対応が喫緊の課題であり，大部分を占めざるを得ない現
状であることが理解できる． 
「5．個人の健康に関するスキルと実践力」では，SBYHN が行う健康教育は【学校全体
の取り組みへの参画】，【クラスでの授業への参画】，【個別の保健指導の実施】が挙げられ
た．【学校全体の取り組みへの参画】について，SBYHN 自身が発案し推進する実践もあっ
たが，HPS 委員会が企画運営したものも挙げられ，SBYHN は HPS 委員会の一員として実
践していた．また，対象者は生徒以外に職員や保護者が挙げられ，推進には外部機関との
連携もされていた．HPS は校長，教職員，教職員以外の職員，保護者，児童生徒，地域住
民がチームになり，それぞれが意思決定や実践に参加することで推進される 6）23）24）．そし
て多くの子どもや保護者の参加やアイデアが尊重されることが重要である 6）．挙げられた実
践も保護者・地域や子どもを巻き込んでいた．【クラスでの授業への参画】について，自身
が授業を実施するとした回答に加え，持続可能な健康教育を提供するために敢えて自分は
授業を実施せず，教員が授業を実施できるよう，教員を支援するという回答もあった．
SBYHN は自身が生徒に健康に関する情報を提供することにより，健康に関する知識を高め，
健康に対する態度に影響与えると考えており 18），それを実践していること，加えてチーム
の一員として全体を巻き込む健康教育を意識し実践していた． 
「6．ヘルスサービス」では，SBYHN は個別の健康相談を行い，生徒に直接介入するこ
とを通してヘルスケアを実践していた．Sendal ら 21）は，SBYHN にとって生徒に直接関
わることのできる個別の健康相談は，やりがいを感じることのできる唯一の職務内容であ
り，SBYHN を続けることができる理由としている．SBYHN は看護師であることからも，
専門性を活かすことのできる個別の健康相談は重要な職務ととらえられていた．また，個
別の健康相談の他に Breakfast Program において子どもの朝食を提供し，Surveys により
健康教育につなげる調査を行い，【健康意識向上のための実践】をしていた． 
以上より HPS 基本要素の項目において SBYHN の実践は，「1．健康についての学校の方
針」，「2．学校の物理的環境」，「3．学校の社会的環境」は不十分であったが，「4．地域の
連携」，「5．個人の健康に関するスキルと実践力」，「6．ヘルスサービス」は十分に実践さ
れており，特に充実していたのは「4．地域の連携」，「6．ヘルスサービス」であった．「4．
地域の連携」の実践は，主に外部機関と子どもの健康課題の対応について連携すること，「6．
ヘルスサービス」は主に個別の健康相談であり，これらの実践は子どもの健康課題への直
接的な対応である．SBYHN は看護師としての専門性を活かせる部分に重点を置いて活動し
ており，看護師として HPS 推進において役割を担っていることが分かった．また，HPS
委員会のメンバーとして活動，健康教育の授業を行う教師への支援など，関係する職員と
連携し，チームの一員として HPS を推進していた． 
教育機関と医療機関の連携は HPS を推進する上で重要である 25）－29）．SBYHN は看護師
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として学校を拠点に置くことで学校と外部機関，地域社会を繋げる重要な役割を担ってい
る．HPS に対する SBYHN の意識において，〈学校，社会を巻き込むことが大切と思う〉
が挙げられ，このことからも学校地域社会と一緒になって HPS を進めようとしていたこと
が理解できる．学校内での連携において SBYHN はほぼすべての教職員と連携し，ランチ
やモーニングティーの時間など会議以外の場面で教職員と気軽に話ができる機会を作り，
連携しやすいよう工夫していた．しかし，上述したように SBYHN 制度の課題として
【SBYHN は外部職員である】，【職種の違いによる考え方の相違】が挙げられ，SBYHN は
学校内での連携に困難を感じていた．Barnes ら（2004）13）は，SBYHN が学校で教職員
と連携し勤務することについて困難感を抱えていえることを挙げており，Barnes らの調査
から約 10 年経過した現在でも同様の課題がある．その他の課題として，【SBYHN は教育
の専門職でないと考えている】が挙げられ，SBYHN が HPS についての理念や実践方法を
知ること，教育の資格が必要だという意見があった．HPS 推進において，SBYHN が HPS
の理念や原理を理解し実践する事が必要であるが，SBYHN は HPS の進め方を十分に理解
できていない 18）．予備調査より得た情報では，SBYHN の資格としては看護師資格と，精
神保健，性の健康，ヘルスプロモーション，喫煙・薬物・飲酒などのいずれかを専門とし
て学んでいたことのみであり，教育に関する知識や資格は必要とされておらず，研修も年
に 2 回のみで十分とはいえない．SBYHN の HPS の理解や実践に対するサポートが不十分
であることが学校との連携を困難にさせる背景としても考えられる．また，課題として【理
解不足により協力が得られない】が挙げられたが，Legar30）は HPS の成功には HPS に対
する教員の理解とそれを実践する能力が必要不可欠であるが，オーストラリアの教員は
HPS を十分に理解できていないとしている．以上より，SBYHN と学校の連携において課
題があることが分かり，このことは SBYHN，学校とも HPS についての理解や実践力，HPS
を推進するためのサポートやシステムが不十分であることが背景として考えられた． 
今後さらに SBYHN 制度を発展させ，HPS を推進させていくためには，SBYHN，学校
教職員双方に対して HPS の理念や原理を理解し，実践する力を養うことのできる養成や研
修を充実させ，SBYHN，学校教職員が同じ視点のもと，互いの専門性を活かし協同するこ
とで，HPS を推進することが重要と考える．協同するためには，全体を総括する立場であ
る校長のリーダーシップ 26）やサポートを充実させる必要がある．また，HPS の推進には長
い時間を要するとされている 26）31）．QLD 州では HPS に対する評価基準が設けられていな
かったが，評価基準や評価システムを構築することで，学校で定期的に評価できるように
し，長い目で HPS を進めていくことも重要である．さらに予防教育には低年齢からを対象
とした取り組みが効果的であることから 23），SBYHN を中等教育だけでなく初等教育の学
校に配置することも HPS 推進に有効と考える． 
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5）研究の限界 
本研究では，インタビューによるデータ収集は 4 名にとどまっていること，またその中
で現職 SBYHN が 1 名のみであることから，研究結果の一般化には限界がある． 
 
6）まとめ 
 本研究では，HPS 推進において SBYHN が果たす役割と課題を明らかにすることを目的
とし，SBYHN を対象に行った半構造化面接を通して，SBYHN の HPS 推進における現状
と課題を分析した．その結果，健康についての学校の方針，学校の物理的・社会的環境と
いった学校全体での取り組みが必要なものの実践は不十分であったが，外部機関との連携，
個別の健康相談といった看護師としての専門性が活かせるものは十分に実践されていた．
このことからSBYHNは看護師としてHPS推進において役割を担っていることが分かった．
課題として，SBYHN と学校教職員との連携を密にすることが挙げられた．今後，SBYHN，
学校教職員ともに HPS 理解をより深め，より組織的に取り組むことで HPS をさらに推進
できると考える． 
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第Ⅳ章 これからの養護教諭の学校保健活動推進のための中核的役割のあり方 
 
1．はじめに 
 
 第Ⅱ章および第Ⅲ章において，オーストラリア（以下豪州）の学校保健と養護教諭に相
当する職種であるスクールナース（以下 SN），School Based Youth Health Nurse（以下
SBYHN）の現状をまとめた．第Ⅳ章では，ヘルスプロモーション，とくにヘルスプロモー
ティングスクールの視点から，豪州の SN，SBYHN とわが国の養護教諭の実践を比較する
ことを通し，養護教諭が担うべき学校保健活動推進の中核的役割のあり方について検討す
る． 
 
2．ヘルスプロモーションの理念と養護教諭の中核的役割 
 
1）ヘルスプロモーション 
 1986 年に提唱された WHO のヘルスプロモーションに関するオタワ憲章は健康のルネサ
ンスと呼ぶにふさわしい内容を備えている 1）2）．1946 年にニューヨークで開催された WHO
の国際会議で「世界保健機関憲章」が採択され，その前文において「健康の定義」がうた
われた．「健康とは，身体的・精神的および社会的に完全に良好な状態であって，単に病気
や虚弱でないだけではない」3）とうたわれた．その後 1978 年に当時のソビエト連邦のアル
マ・アタで開催された WHO 会議にて，「西暦 2000 年までにすべての人びとに健康を」を
主題としたプライマリヘルスケアに関するアルマ・アタ宣言が採択された 1）2）4）．「プライ
マリヘルスケア」とは，地域に住む個人や家族にあまねく受け入れられる基本的保健ケア
のことであり，それは住民の積極的参加とその国とコミュニティで供給できる費用によっ
て動かすことのできる実践的でかつ確実性と社会的に受容される方法を備えた必須のヘル
ス・ケアである，と定義されている 1）2）5）．これは世界における人びとの健康状態の格差を
是正するために，特に発展途上国を念頭に発表されたものであったが，実際には先進国を
はじめとした多くの国に影響を与えた 4）． 
 ヘルスプロモーションが社会的に広く認められるようになったのは，1986 年カナダのオ
タワで開催された WHO 第 1 回ヘルスプロモーション国際会議において，オタワ憲章が採
択された時からである 4）．ヘルスプロモーションの定義，ねらい，原理は以下の通りである
2）6）． 
 
資料Ⅳ‐1．ヘルスプロモーションの定義，ねらい，原理 2）6） 
【定義】 
ヘルスプロモーションとは，人びとが自らの健康をコントロールし，改善することがで
きるようにするプロセスである． 
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【ねらい】 
 ヘルスプロモーションの究極目標は，「すべての人びとがあらゆる生活舞台－労働・学
習・余暇そして愛の場－で健康を享受することのできる公正な社会の創造にある」． 
【原理】 
 この目標の達成には，次のような 5 つの基本原理の認識とそれに基づく実践が必要であ
る． 
①ヘルスプロモーションは，特定の病気を持つ人びとに焦点を当てるのではなく，日常生
活を営んでいるすべての人びとに目を向けなければならない． 
②ヘルスプロモーションは，健康を規定している条件や要因にむけて行われるべきである． 
③ヘルスプロモーションは，相互に補完的な多種類のアプローチあるいは方法を必要とし
ている． 
④ヘルスプロモーションは，個人あるいはグループによる効果的な，また具体的な住民参
加を求めている． 
⑤ヘルスプロモーションの発展は，プライマリ・ヘルス・ケアの分野における保健・医療
の専門家の役割発揮に大きく依存している． 
 
 上記の原理は，「病気を治す」という考え方を改め「健康をつくる」という考え方へのシ
フト，「病院中心」から「家族・地域社会中心」へのシフト，「専門家中心」から「素人中
心」へのシフトにある 2）．ヘルスプロモーション活動の方法は，以下 5 つである 2）6）． 
 
資料Ⅳ‐2．ヘルスプロモーションの活動方法 2）6） 
1．健康的な公共政策づくり 
2．健康を支援する環境づくり 
3．地域活動の強化 
4．個人技術の開発 
5．ヘルス・サービスの方向転換 
 
ヘルスプロモーションは個人から社会までを視野に入れ，身体・精神的な健康のみなら
ず，社会的な健康にまで踏み込んだ，より新しい考え方である 4）． 
 
2）学校におけるヘルスプロモーション 
 学校におけるヘルスプロモーションとして，瀧澤 7）は以下 4 つの視点と特徴を述べてい
る．第 1 は，学校保健の推進を生涯保健の一環ととらえ，切れ目のない健康管理と健康教
育の継続的展開の中核として位置づけている点である．第 2 は，ヘルスプロモーションの
実現にあたっては，地域のさまざまな資源と支援を最大限に活用するとともに，地域住民
を学校保健の利害関係者（ステークホルダー）として参画と支援を日常化している点であ
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り，第 3 は，保健管理と保健教育の両面にわたって児童生徒が主体的にその活動に参画し，
その推進の原動力となっている点である．そして第 4 は，健康の身体的側面のみならず，
精神的，社会的側面を具体的な教育活動を通して児童生徒に経験させ，理解させている点
を挙げている． 
また，International Union for Health Promotion and Education（IUHPE）は学校にお
けるヘルスプロモーションの重要性を以下の通り示している 8）． 
 
資料Ⅳ‐3．学校におけるヘルスプロモーションの重要性（IUHPE）8） 
・健康は子ども達に学習意欲と学力の向上をもたらします． 
・ヘルスプロモーションは，学校における教育的目標と社会的目標の双方を支援すること
ができます．つまり，学校に通っている子ども達は，より良好な健康に恵まれる機会が
得られます． 
・学校や大人とのつながりが強い青少年は，危険行動をとるリスクが低く，学習意欲と学
力の向上が得られます． 
・学校におけるヘルスプロモーションは，子どもにとっても，教職員にとっても，有益な
ヘルスプロモーションの機会となります． 
 
これらから，学校におけるヘルスプロモーションは子どものみではなく，学校に関わる
様々な人びとを対象とし，対象者がそれぞれ関わり合いながら主体的に，健康の面のみな
らず，社会的にも活動していくことができるよう働きかけることであると言える． 
学校におけるヘルスプロモーションの展開例として，ヘルスプロモーティングスクール
（以下 HPS）が挙げられる．HPS とは WHO により 1980 年代に検討され，1990 年代に
入り具体的提案として世界に示されてきた学校を舞台に展開する総合的健康づくり運動で
あり，また保健政策としての側面も有する 9）．WHO は HPS を「そこで過ごしたり，学ん
だり，あるいは働いたりする環境をどのように健康的なものにしていくかについて，絶え
ずそのもてる力を強化しつづけるような学校」とまとめている 9）10）．HPS は学校を拠点と
し，地域や家庭を含む学校全体で組織的にヘルスプロモーションが実践される学校であり，
その対象には児童・生徒に加え教職員や地域・保護者も含まれる 11）12）。HPS は（1）健康
についての学校の方針，（2）学校の物理的環境，（3）学校の社会的環境，（4）地域の連携，
（5）個人の健康に関するスキルと実践力，（6）ヘルスサービスの 6 項目を基本要素として
展開される 11）12）． 
中央教育審議会 13）は平成 27（2015）年に「チームとしての学校の在り方と今後の改善
方策について」を答申した．これからの学校教育では，子どもたちが課題を発見し，他者
と共同し，創造する力を身につけることや，グローバル社会の中で活躍できる人材の育成，
複雑化・多様化している学校の課題等に対応していくためには，個々の教員が個別に教育
活動に取り組むのではなく，学校組織全体の総合力を高めていくことが重要とされた．「チ
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ーム学校」を実現するためには（1）専門性に基づくチーム体制の構築，（2）学校のマネジ
メント機能の強化，（3）教職員一人一人が力を発揮できる環境の整備の 3 つの視点が挙げ
られ，家庭，地域，関係機関との連携の強化がさらに必要であるとしている．学校を拠点
とし，地域や家庭を含む学校全体で組織的にヘルスプロモーションを実践する HPS は「チ
ーム学校」の理念に通じるといえる． 
 
3）ヘルスプロモーションと日本の学校教育 
 ヘルスプロモーションの考え方をふまえて，学校教育において，平成 9（1997）年に保
健体育審議会答申「生涯にわたる心身の健康の保持増進のための今後の健康に関する教育
及びスポーツの振興の在り方について」が出された 14）．その中で「ヘルスプロモーション
の理念に基づく健康の保持増進」を掲げ，今後の学校保健・健康教育はヘルスプロモーシ
ョンの理念に基づいて展開されなければならない，と宣言している 15）． 
 
資料Ⅳ‐4．「生涯にわたる心身の健康の保持増進のための今後の健康に関する教育及び 
スポーツの振興の在り方について」保健体育審議会答申 平成 9（1997）年 14） 
1．ヘルスプロモーションの理念に基づく健康の保持増進 
（21 世紀に向けた健康の在り方） 
 健康とは，世界保健機関（World Health Organization, WHO）の憲章（1946 年）では，
病気がなく，身体的・精神的に良好な状態であるだけでなく，さらに，社会的にも環境的
にも良好な状態であることが必要であるとされている． 
 すなわち，健康とは，国民一人一人の心身の健康を基礎にしながら，楽しみや生きがい
を持てることや，社会が明るく活力のある状態であることなど生活の質をも含む概念とし
てとらえられている．したがって，国民の生涯にわたる心身の健康の保持増進を図るとい
うことは，すなわち，このような活力ある健康的な社会を築いていくことでもあると言え
よう． 
 また，健康を実現し，更に活力ある社会を築いていくためには，人々が自らの健康をレ
ベルアップしていくという不断の努力が欠かせない．WHO のオタワ憲章（1986 年）にお
いても，「人々が自らの健康をコントロールし，改善することができるようにするプロセス」
として表現されたヘルスプロモーションの考え方が提言され，急速に変化する社会の中で，
国民一人一人が自らの健康問題を主体的に解決していく必要性が指摘されている．ヘルス
プロモーションは，健康の実現のための環境づくり等も含む包括的な概念であるが，今後
とも時代の変化に対応し健康の保持増進を図っていくため，このヘルスプロモーションの
理念に基づき，適切な行動をとる実践力を身に付けることがますます重要になっている． 
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 ヘルスプロモーションの考え方をふまえ，2003 年以降の高等学校学習指導要領 16）も考
え方が変わってきている．2003 年実施の高等学校における保健体育科の科目「保健」の中
の「現代社会と健康」の単元から，ヘルスプロモーションの理念が活かされた 4）． 
資料Ⅳ‐5．高等学校学習指導要領 保健体育編・体育編 2009 年改訂 16） 
第 2 節 保健 
2．目標 
個人及び社会生活における健康・安全について理解を深めるようにし，生涯を通じて自
らの健康を適切に管理し，改善していく資質や能力を育てる． 
3．内容 
（1）現代社会と健康 
 我が国の疾病構造や社会の変化に対応して，健康を保持増進するためには，ヘルスプロ
モーションの考え方を生かし，人びとが適切な生活行動を選択し実践することを改善して
いく努力が重要であることを理解できるようにする． 
 
4）HPS と養護教諭 
わが国では平成 9（1997）年の保健体育審議会答申 14）でヘルスプロモーションの理念に
基づいた健康教育の推進が掲げられ，2003 年実施の高等学校学習指導要領 16）にヘルスプ
ロモーションの理念が取り入れられている．しかし，諸外国のような国が主導した組織的・
政策的な HPS は行われておらず，WHO が提唱するような意味合いでの政策として進めら
れてはいない 9）．都道府県教育委員会や保健関係団体，新聞社等による学校表彰事業として
HPS を包含する内容を審査の基準としたような例があるが 9），それらは各学校の校長や養
護教諭などの熱意による，それぞれの学校の課題に根差した，現場主導型の HPS である 17）． 
養護教諭はその役割を，時代や子どもの健康問題とともに変化させている．現在は平成
20（2008）年の中央教育審議会答申 18）において，「養護教諭は，学校保健活動の推進に当
たって中核的な役割を果たしており，現代的な健康課題の解決に向けて重要な責務を担っ
ている」と示されているように，学校保健活動の中核的な役割として，学校保健に関する
校内組織体制の充実のために活躍することが期待されている．この答申では，養護教諭が
学校保健の中核的役割を果たすべくリーダーシップを発揮し，学校保健を組織活動として
推進することへの期待が述べられている 19）．さらに日本養護教諭教育学会は養護教諭の定
義を「養護教諭とは，学校におけるすべての教育活動を通して，ヘルスプロモーションの
理念に基づく健康教育と健康管理によって子どもの発育・発達の支援を行う特別な免許を
持つ教育職員である」と定めている 20）．学校保健推進の中核的役割を持ち，ヘルスプロモ
ーションの理念に基づいて教育活動を行う養護教諭の実践活動は，学校全体で組織的に取
り組まれる健康づくりである HPS に通じると言うことができる． 
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3．学校保健を推進する職種の比較と養護実践のあり方 
 
1）学校保健を推進する職種の比較 
 学校保健を推進する職種である，豪州の私立学校のスクールナースと SBYHN，養護教諭
について比較する．私立学校のスクールナースは，基礎資格は看護師免許である．また，
管轄は各学校であり，常勤で一つの学校に勤務している．職務内容について，スクールナ
ースは救急処置や保健室経営を高く意識しており，子どもの健康課題の直接的ケアを中心
に行う看護職として役割を担っている． 
SBYHN はスクールナースと同様に基礎資格を看護師免許とするが，ヘルスプロモーショ
ンの理念の下に導入された制度であり，健康教育や個別の健康相談，外部機関への紹介な
どが主な職務内容である．学校と協力して健康教育を行う職種であるが，看護職の立場と
して教育に取り組んでいる．管轄は地域の保健機関であり，一人の SBYHN が 2～4 校を受
け持ち非常勤で勤務している． 
わが国の養護教諭は教員免許に基づき，教育職として学校に勤務している．職務内容は
保健管理，保健教育，健康相談活動，保健室経営，保健組織活動など学校保健全体に関わ
っている．所属は教育委員会であり，学校職員の一員として学校に勤務し，さらにほとん
どの学校に 1 人または 2 人の養護教諭が常勤で配置されている．養護教諭は教育職員とし
て他職種と連携しながら，子どもを継続的，全体的に見守り，育てるためのわが国独自の
制度であり，またそれがほとんどの学校で保障されていることは優れた制度であるといえ
る． 
 
表Ⅳ‐1．豪州私立学校のスクールナースと 
School Based Youth Health Nurse，養護教諭の比較 
 
SN（私立） SBYHN 養護教諭
保健管理
保健教育
HPS
看護師 看護師 養護教諭
各学校 保健行政 教育行政
常勤
非常勤
2～4校／1人
常勤
職
務
内
容
資格
所属
勤務
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2）HPS 推進における養護教諭の実践 
 HPS 推進における養護教諭の実践において，1995 年に WHO が示した HPS 基本要素 11）
12）をもとに考察する．HPS 基本要素の項目は，「1．健康についての学校の方針」，「2．学
校の物理的環境」，「3．学校の社会的環境」，「4．地域の連携」，「5．個人の健康に関するス
キルと実践力」，「6．ヘルスサービス」の 6 項目である． 
 2010 年に行われた日本学校保健会の調査 21）によると，「1．健康についての学校の方針」
において，学校保健計画の作成（参画）に取り組んでいる養護教諭は 96%と，大部分の養
護教諭が学校保健計画の作成に関わっていた．「2．学校の物理的環境」において，学校環
境衛生の日常的な点検への参画・実施，学校環境衛生検査（定期検査、臨時検査）への参
画・実施に取り組んでいる養護教諭はいずれも 90%以上であり，施設設備の安全点検への
参画・実施は 82%，学校環境衛生の評価は 77%が取り組んでいた．「3．学校の社会的環境」
について，養護教諭の実践に関する調査は実施されていなかったが，関連する内容として，
道徳において健康教育に関わる内容を取り扱っている養護教諭は 45%，道徳の時間に参
画・実施している養護教諭は 12%であった． 
「4．地域の連携」において，日本学校保健会の調査 21）によると，健康相談に関し，保護
者と連携しているは 91%，地域の関係機関と連携しているは 59%であり，保健だより，掲
示物，保健放送などの啓発活動に関し，児童生徒，教職員，保護者への啓発活動は 98%，
地域住民及び関係諸機関等への啓発活動は 31%の養護教諭が取り組んでいた．また，2014
年に行われた全国養護教諭連絡協議会の調査 22）によると，今年度，保護者からの相談があ
ったかとの質問に対し，すべての校種において 75%以上の養護教諭があったと回答した．
養護教諭の地域との連携の中心は保護者であり，地域の関係機関との連携は必ずしも十分
とは言えないと考えられる． 
「5．個人の健康に関するスキルと実践力」において，日本学校保健会の調査 21）によると，
個別の保健指導（グループ指導を含む）の実施，特別活動（学級活動，学校行事等）にお
ける保健指導への参画（計画，資料提供等）と実施に取り組んでいる養護教諭は 80%以上
であった．保健学習の実施に関することで，体育科・保健体育科における授業への参画を
している養護教諭は 27%であった．全国養護教諭連絡協議会の調査 22）によると，調査年度
に教科保健の授業を担当した養護教諭は小学校 41%，特別支援学校 24.3%，中学校 18%，
高等学校 3.3%であった．養護教諭の保健学習への参画・実施は低い割合であったが，保健
指導への参画・実施は高い割合であった． 
「6．ヘルスサービス」において，日本学校保健会の調査 21）によると，救急体制の整備（連
絡網，役割分担を含む）に取り組んでいる養護教諭は 97%，定期（臨時）の健康診断計画
の立案，健康診断の事後措置，健康診断の計画，実施についての評価はそれぞれ 90%以上
の養護教諭が取り組んでいた．感染症・食中毒の予防は 99%，疾病又は障害のある児童生
徒の管理は 97%，健康相談の実施は 91%の養護教諭が取り組んでいた．2006 年に行われた
岡山県学校保健会養護教諭部会の調査 23）によると，執務の中で多くの時間をかけている執
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務内容について，13 項目中 1 番多く挙げられた内容は健康診断であり，続いて救急処置が
多く挙げられた． 
 以上より，養護教諭は「1．健康についての学校の方針」，「2．学校の物理的環境」，「5．
個人の健康に関するスキルと実践力」，「6．ヘルスサービス」において実践している割合が
高いこと，「3．学校の社会的環境」において，関わりのある健康教育を行っていることが
理解できた．「4．地域の連携」において連携の相手は保護者が中心であり，地域の関係機
関との連携は不十分であった．養護教諭は HPS 推進において，役割を果たしているものの，
「4．地域との連携」のうち，特に地域の関係機関との連携において課題があると考えられ
た． 
 
3）学校保健活動を推進する養護実践のあり方 
HPS 推進における養護教諭と SBYHN の比較から学校保健活動を推進する養護実践のあ
り方を考察する．一般的に HPS を推進していくためには学校や健康の専門家，子ども，保
護者，地域社会と協働する看護師は重要な役割を果たすとされている 24）． SBYHN は HPS
推進において地域と学校を繋ぐ看護師として重要な役割を担っていたが，学校全体に働き
かけることは難しく，中核的な立場ではなくチームの一員としての実践であった．一方養
護教諭について日本学校保健会 21）の調査によると，学校内の連携について「健康相談」に
関することにおいて，99%と大部分の養護教諭が教職員及び校内組織との連携に取り組んで
いると回答した．また，看護師免許が基礎資格の SBYHN に比べ養護教諭は養護教諭免許
状を基礎資格とし，教員免許状を保有する．学校教職員の一員である養護教諭は SBYHN
に比べ学校からの協力を得やすく，教職員との連携を密に行うことが可能である．また勤
務形態について，一人で数校の学校を受け持つ SBYHN 制度に比べ，養護教諭は一つの学
校に常勤で勤務している．以上から医療に関わる教育の専門家であり，学校に常勤で配置
されている養護教諭は HPS 推進において適した職種であるといえる． 
 しかし SBYHN が得意としていた外部機関との連携について，わが国では日本学校保健
会 21）の調査において，健康相談に関することで，地域の関係機関との連携に取り組んでい
ると回答した養護教諭は 59%であり，4 割の養護教諭が連携に取り組んでいなかった．養
護教諭は SBYHN ほど外部機関と連携はできていないことが理解できる．また，千葉大学
ヘルスプロモーティングスクールプロジェクト 25）の調査結果によると，学校の健康的な学
校づくり（HPS）の実践において，学校の「保護者と地域との連携」の評価が低く HPS を
推進していくにあたり保護者・地域との連携が難しい傾向にあった． 
わが国の学校における家庭・地域との連携について，日本学校保健会による平成 27 年度
の全国健康づくり推進学校の実践 26）の実践報告から，最優秀賞として表彰された 5 校の学
校における，家庭・地域と連携していた実践例を抽出し，表にまとめた（表Ⅳ‐2）．すべ
ての学校で学校保健委員会または地域学校保健委員会が開催され，学校と地域が連携して
子どもの健康増進について取り組んでいた．また，これら委員会は毎年定期に行われるも
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のであり，学校と地域をつなぐ重要な役割を果たしていることが分かる．その他には学校
三師，保健所，歯科衛生士，大学教授など保健に関する専門家との連携や，水泳，運動会，
文化祭など学校行事を行う際の地域・地域住民との連携，防災訓練の際の地域の自治体や
消防団との連携などが挙げられた．なお，表に挙げた実践例は報告書からの抽出のみであ
り，実際の学校の活動にはその他の実践もされていると考えられる． 
 
 
表Ⅳ‐2．平成 27 年度全国健康づくり推進学校最優秀賞校の家庭・地域との連携 
具体的な実践例 連携先 
A 小学校 
学校地域保健安全委員会 学校運営協議会（家庭，地域） 
子ども見守り隊 学校運営協議会（家庭，地域） 
おやじの会「通学合宿」 学校運営協議会（家庭，地域） 
ぐりぐらの会「読み聞かせ」 学校運営協議会（家庭，地域） 
校医によるブラッシング指導 校医 
隣接幼稚園や地域の高齢者との交流 隣接幼稚園，地域の高齢者 
A 小コミュニティ大運動会 A 小に子どもも孫もいない地域の方 
親子学習会（ブラッシング指導，情報・メディア
学習，飲酒薬物乱用防止学習） 
家庭 
親子奉仕作業 家庭 
PTA 講演会「立腰とストレッチ」 家庭，麻生リハビリテーション学院 
PTA 親子リクリエーション「親子エクササイズ」 家庭，大学 
B 小学校 
地域学校保健委員会 学校三師，地域のこども園，地域中学校，
自治会，シニアクラブ，自主防災会 
学校保健委員会 家庭 
豊川横断水泳 家庭，地域の消防団，地域住民，消防署 
津波想定避難訓練 地域のこども園 
防災訓練 地域と合同 
C 中学校 
学校保健安全委員会 学校医，地域代表，地域小学校の校長等 
歯みがき講習 歯科衛生士 
長期休暇における食事づくり 家庭 
お弁当づくり 家庭 
地域防災訓練への参加 地域の自治会 
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D 高等学校 
地域学校保健委員会 市役所子育て支援課職員，地域中学校の
教頭，地域小学校養護教諭，学校医，家
庭 
地域の特別支援学校との交流 特別支援学校 
薬物乱用防止教室 学校薬剤師 
文化祭（性感染症，食育） 大学，保健所，中学生，栄養士会 
E 特別支援学校 
学校保健委員会 連携先の記載なし 
歯のカラーテスター 歯科衛生士 
食生活調査 家庭 
 
地域との連携について，わが国では平成 21（2009）年 4 月 1 日施行の学校保健安全法第
10 条において，「地域の医療関係機関等との連携」が新設され，学校において救急処置や健
康相談，保健指導を行う際には，必要に応じ地域の医療機関等との連携を図るように努め
るものとしたことが新たに盛り込まれた．養護教諭は学校外との連携も強調され，連携の
コーディネーターとして期待が寄せられており 27），地域の関係機関との連携は養護教諭の
重要な役割として捉えられている．また，地域保健からも学校保健との連携が重要視され
ている．厚生労働省 28）が示す「地域保健法第 4 条第 1 項の規定に基づく地域保健対策の推
進に関する基本的な指針」には，学校保健との連携が明記されている．内容は，保健所及
び市町村保健センターは学校や地域の学校医等との連携を図る場である学校保健委員会や
より広域的な協議の場に可能な限り参画し，連携体制の強化に努めること，地域保健の保
健計画の策定に当たっては，学校保健及び産業保健との連携を図り，共通の目標と行動計
画を立てること，である 29）．このように，わが国では学校と地域との連携がますます重要
とされており，養護教諭の実践においても，さらに地域と連携することが求められている
のが現状である． 
学校が連携する外部関係機関について，クイーンズランド（以下 QLD）州においては，
第Ⅲ章表Ⅲ‐2‐5．「SBYHN が連携した外部機関と保護者」に示した通り，SBYHN が連
携した外部機関は 37 機関であった．福祉関係は Youth centre，CTC など 10 機関以上，保
健関係は精神保健，性の問題，薬物乱用防止，食に関する機関などそれぞれの健康問題に
対応できる専門の機関が 10 機関以上挙げられた．また，SBYHN が外部機関と連携する内
容は，外部機関に学校で健康教育を実施してもらうよう働きかけ，生徒，保護者に健康教
育を行う「予防教育」，外部機関が生徒の健康課題について SBYHN に連携を求めたり相談
を持ちかけたりする「問題の受理」，SBYHN が生徒の健康課題について外部機関に連携や
対応を求める「健康課題への対応」の 3 つが挙げられた．QLD 州の外部機関は様々な種類
の機関が多数あり，SBYHN との連携内容も「予防教育」，「問題の受理」と学校側が関係機
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関に子どもの課題に対し連携を求めることだけではないことが分かる．一方，わが国にお
いて，学校が連携する関係機関の例（表Ⅳ‐3）として挙げられているのは，市町村教育委
員会，警察関係の 4 機関，福祉関係の 2 機関，2 委員，保健関係，公正保護関係の 2 機関と
家庭裁判所，少年補導センターであり，特に福祉関係は 2 機関，保健関係は保健所・保健
センターのみであった 30）．QLD 州と比較しわが国は外部機関の数や種類が非常に少ないこ
とが分かる．養護教諭の外部機関との連携先は児童相談所や保健所など限られたものにな
ることからも，わが国では外部の関係機関の充実が課題であるといえる．また，SBYHN 制
度は教育行政と保健行政が共に始めた制度であり，SBYHN 自身も保健行政からの派遣であ
ることから，外部の機関，特に保健機関との連携がとりやすい．養護教諭と SBYHN の地
域との連携による相違は制度的な背景もあると考えられる．  
 
表Ⅳ‐3．学校が連携する関係機関（例）29） 
  関係機関等 
1  市町村教育委員会 
2 
警察関係 
警察署少年係 
3 交番・駐在所 
4 少年サポートセンター 
5 少年警察ボランティア 
6 
福祉関係 
児童相談所 
7 福祉事務所 
8 主任児童委員 
9 民生・児童委員 
10 保健関係 保健所・保健センター 
11 
更生保護関係 
保護観察所 
12 保護司 
13 裁判所関係 家庭裁判所 
14  少年補導センター 
 
瀧澤 7）は日本の学校におけるヘルスプロモーションの展開をすすめていくためには，学
校を構成する全職員のヘルスプロモーションに対する意識啓発と地域・家庭とのコーディ
ネート能力の開発が不可欠であるとしている．地域との連携や専門スタッフとの連携を強
化していくには，養護教諭，学校教職員，専門スタッフ，地域の保健機関などそれぞれが
ヘルスプロモーションの原理を理解した上で，子どもの健康という共通課題について同じ
視点のもと，お互いに協同し，学校保健を推進することが重要である． 
QLD 州の学校には Chaplain，Community Education Counsellor，Youth Support 
Coordinator，School Based Police Officer など SBYHN の他に様々な専門家が学校に配置
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されている 31）．SBYHN はチームの一員として HPS を実践しており，加えて子どもの問題
について不登校や転校の問題は担任，進路指導，生徒指導の教職員へ，専門的な対応が必
要と判断すれば外部機関へ子どもを紹介するなどしており，問題や課題を一人で抱え込ま
ない．組織的に実践されるものである HPS，学校保健を推進するためには，様々な専門家
とともに学校組織で取り組むことが重要である．  
わが国でもスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの制度があるが，外部
専門家の学校配置は QLD 州ほどではない．文部科学省の「チーム学校」では，複雑化・多
様化している学校の課題等に対応していくために学校組織全体の総合力を高めていくこと
が重要とされている．「チーム学校」を実現するための視点の 1 つとして，専門性に基づく
チーム体制の構築が挙げられる．教員がそれぞれ独自の得意分野を生かし指導体制を充実
させること，あわせて心理や福祉等の専門スタッフを学校の教育活動の中に位置付け，教
員との間での連携・分担の在り方を整備するなど専門スタッフが専門性や経験を発揮でき
る環境を充実していくことが必要とされている 13）．「チーム学校」を実現するためには，学
校と家庭，地域との関係を整理し，学校が何をどこまで担うのか検討し，学校と関係機関
との連携について組織的な取組を進めていく必要があるとされている 13）．具体的な課題の
一つとして，養護教諭はスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーとの専門ス
タッフとの協働が求められ，協働のための仕組みやルールづくりを進めることが重要とし
ている 13）．「チーム学校」が目指す，関係する専門スタッフが連携しながら学校組織で課題
を解決する視点，地域の関係機関との連携を深め取り組む視点は，わが国の HPS 推進にお
ける課題と同様である．さらに HPS が示す「地域の連携」は子どもの健康課題への対応の
みではなく，予防，教育的な視点においても連携する内容が含まれ，HPS の理念を踏まえ
ると，「チーム学校」がより効果的になると考える．また，学校保健の中核的役割を担う養
護教諭は，学校保健を推進すると同時に「チーム学校」推進において重要な役割を果たす
と考える．  
HPS の推進には長い時間を要するとされている 32）33）．わが国では，学校保健安全法第 5
条において学校保健計画を策定し実施することが定められている．日本学校保健会 21）の調
査によると，学校保健計画の作成に取り組んでいる学校は 96%であり，ほぼすべての学校
で取り組まれていた．しかし，全職員で学校保健計画について評価している学校は 42%と
約 6 割の学校は評価ができていなかった．定期的に学校で計画を立て，評価するといった
長い目で学校保健を進めていく必要がある． 
子どもの健康課題について，学校，養護教諭が問題を抱え込まず，チームで解決するこ
とが重要である．養護教諭は HPS，学校保健において適した職種であり，優れた実践を行
っている．今後は，養護教諭が学校保健において実践できている内容を子どもに関わる関
係者と共有し，協同することで，学校組織としての意識や実践力をつけることができ，さ
らに学校は学校保健において実践できている内容を，子どもに関わる地域や機関と共有し，
協同することで，学校保健を推進することができると考える．そこで学校保健推進におい
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て中核的役割を担う養護教諭には各関係者に働きかけ，それぞれをつなげるコーディネー
ト力が求められる．養護教諭には，学校保健を全教職員で取り組むために教職員への研修
などの意識啓発をしていくこと，ヘルスプロモーションの視点を持ったうえで，スクール
カウンセラーやスクールソーシャルワーカーなどの専門家や地域の機関の役割の理解を深
めながらさらに連携することが求められる．また定期的に学校保健活動の評価を行うなど，
長期的視点から学校保健推進に取り組むことが重要である． 
 
4．まとめ 
 
学校保健活動は，学校は組織として，また，学校と地域が一体となって推進することが
重要である．養護教諭は，学校に養護専門の教育職員として常駐し，子どもを継続的，全
体的に見守り，育てるためのわが国独自の制度である。学校保健の中核となり，様々な関
係者とともに取り組む養護教諭制度は，学校保健活動推進において優れた制度であるとい
える． 
養護実践について，養護教諭は保健管理，保健教育の両面から，学校保健活動推進にお
いて大きく寄与していた。一方で連携する外部機関の種類や数，学校で活動する専門スタ
ッフの種類は QLD 州と比較すると少なく，学校組織として学校保健を推進すること，地域
との連携において課題があった。そこで保健室と学校を開かれたものにし，すでに実践で
きている学校保健活動の共有，協同を行うことで，学校内外においてチームとして学校保
健活動を推進することが重要と考える．養護教諭には，教職員への研修など教職員に対す
る意識啓発，専門スタッフや外部機関との連携などの一層の取り組みを行うこと，そのた
めには各関係者に働きかけ，それぞれをつなげるコーディネート力が求められる．さらに
定期的に学校保健活動の評価を行うなど，長期的視点から学校保健推進に取り組むことが
重要である．また，これら課題に取り組むことで養護教諭は「チーム学校」推進において
重要な役割を果たすと考える． 
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